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　本誌『相関社会科学』は、東京大学大学院総合文化研究科国際社会科学専攻（相関社会
科学コース）が中心となって発刊している学術誌である。学際的・総合的な社会科学研究
の創造と進展を目的とし、1990年の創刊から今回で第33号を迎える。
　本号の構成はつぎの通りである。まず本号の中心となる論文３編は、一般公募によるも
のである。一般公募には７編の応募があった。例年と同じく、すべての論文にかんして匿
名の複数のレフェリーによる厳正な審査がおこなわれ、この３編が掲載されることとなっ
た。惜しくも掲載に至らなかった論文もふくめ、投稿していただいた方々、レフェリーの
方々、そのほか本号の作成にご協力いただいた皆様に厚く御礼申し上げたい。
　公募論文に続いて、書評論文を２編掲載した。相関社会科学コースの日常的な関心を知
っていただく一助になれば幸いである。
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《一般論文》

はじめに
　マックス・シュティルナー (Max Stirner, 
1806-1856)に端を発して展開されてきたエゴイ
ズムは、十全なる自己の固有性を生きることを
志向する。このようなエゴイズム的生は、生き
方としてのアナーキズムやポストアナーキズム
の台頭の中で近年注目を集めているように見え
る。しかし、シュティルナーが個人主義的アナ
ーキズムの文脈で捉えられてきたことは、徹底
的に自己を生きるエゴイストが社会を構想する
視点を持つことができるのか、という問題を提
起する。
　本問題はシュティルナーにおいては、彼の所
有論および連合論をめぐって現れていると言え
る。実際、シュティルナーの所有論・連合論は、
従来彼のアナーキズム論として、あるいは社会
構想論として捉えられてきた。例えば所有論に
おいて、エンゲルトはエゴイズムの経済秩序と
いう観点から所有を捉えている(Engert [1998: 
7])し、実存思想からシュティルナーを検討した
アルヴォンでさえも連合と同様に所有概念も社
会構想的次元で捉えている(Arvon [2012: 141f])。
けれども、シュティルナーは「君は、私の対象
であるから、私の所有なのだ」(EE: 184)と述べ
ており、これを一般に解される法的次元で認め
られるような所有権の意味で考えると、奴隷制
を認めたという解釈も生まれてしまう。このよ
うな理解はもう一つの主題である唯一者の理解
(成田[2018])と明らかに対立している。
　このような問題は連合にも同様に表れている。

フォルレンダーは「『連合』は、無制限の『私』、
すなわち『唯一者』とはすでに矛盾している」
と述べ、唯一者のエゴイズムと「国家の代替」
たる連合は矛盾せざるをえないとしている
(Vorländer [1926: 261])。
　そこで本稿では、シュティルナーの所有論及
び連合論の内実を明らかにすることによって、
エゴイズムは社会構想論を構築できるのか、す
なわち社会思想たりうるのかを検討することを
目的とする。
　上記で指摘した矛盾はいずれも、思想史的来
歴の検討が不十分であることから発するもので
あるように思われる。本稿では第二節でシュテ
ィルナーの所有論を、第三節で連合論を扱うこ
ととする。全体の議論を理解しやすくするため、
以下、各節での議論の展開を簡単に述べておく。
　従来、シュティルナーの所有論は所有権と同
義だと考えられてきた。上述の問題はシュティ
ルナーの所有観の来歴を明らかにすることによ
って、その所有観を再解釈することで解消され
る。こうした来歴の検討は十分に行われてこな
かった。例えば、先のフォルレンダーはシュテ
ィルナーの所有観をバブーフ、ヴィルヘルム・
ヴァイトリング(Wilhelm Weitling, 1808-1871)、
ピ エ ー ル・ ジ ョ ゼ フ・ プ ル ー ド ン(Pierre 
Joseph Proudhon, 1809-1865)と比較し、「はる
かに超え出ている」(Vorländer [1926: 261])と評
している。確かにシュティルナーの所有論は彼
らの影響を受けているが、それがどのように

「超え出ている」のかをフォルレンダーは検討
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していない。第二節ではシュティルナーが展開
した三つの自由主義を軸に、従来指摘されてき
た ヘ ー ゲ ル(Georg Wilhelm Friedrich Hegel, 
1770-1831)からの影響に加え、プルードン、ヴ
ァイトリング、モーゼス・ヘス(Moses Hess, 
1812-1875)からの影響を検討することで、これ
らの断絶を埋め、シュティルナーの所有論の来
歴と内実を同定する。
　一方、連合については、それが国家の代替と
して提起されたことが前提とされてきた。例え
ば廣松は連合を「政治的・社会的・人間的な

『自由主義』革命への代案たるべきものであ
る」(廣松 [2012: 117])としている。シュティル
ナーの連合を社会構想的に捉える態度は、シュ
ティルナー研究でも変わらない。カストはシュ
ティルナーの連合の解釈史をまとめているが、
そこでも連合が共同体論として展開されている
ことが前提とされてきたことを示している。実
際、カスト自身「予想される社会性のモデルが
あってこそ、現在の崩壊を正当化し、耐えるこ
とができる」(Kast [2016: 239])と述べているし、
日本でも例えば住吉が連合を「唯一者の自由を
最大限に尊重しうる共生の形態」とし、「絶え
ず分解と分散への可能性を内に蔵したモデル」
(住吉 [1994: 96])と理解している。
　けれども、彼のエゴイズム論、所有論を踏ま
えればこのことは必ずしも自明ではない。第三
節では第二節と同様に三つの自由主義の、特に
コミュニズムとヒューマニズムとの関係に着目
し、シュティルナーの連合の来歴を明らかにし
た上で、その内実を解明する。

Ⅱ .　所有論
　思想史的来歴を検討することでシュティルナ
ーの所有論を読み直そうとしたのがカストとウ
ェルシュである。カストは「唯一者の所有は所
有者の唯一性である」(Kast [2016: 190])と述べ
る一方、ウェルシュも「シュティルナーは『所

有』の概念を今日それが示すような法的意味や
経済的意味に狭めていない」(Welsh [2010: 85])
と述べ、両者は所有概念が従来理解されてきた
法的次元、経済的次元、あるいは政治的次元に
あるものではなく、唯一者の次元で捉えられる
べきものであることを主張している。ウェルシ
ュはカストの研究には言及していないが、彼ら
の研究は従来のシュティルナー理解を適切に読
み替えたと言えよう。
　しかし、この思想史的来歴においては、両者
は正反対の議論を展開している。ウェルシュは

「シュティルナーは、ヘーゲルが『法の哲学』
の中で展開した所有の概念を取り込んでいる」
(Welsh [2010: 85])と述べ、その来歴をヘーゲル
のみに求めている。それに対して、カストは

「ヘーゲルとシュティルナーの所有概念におけ
るこうした表面的な類似の背後には、根本的な
対立が隠されている」(Kast [2016: 192])と述べ、
ヘーゲルとシュティルナーの所有論の間には、
根本的な断絶があることを主張している。
　カストが指摘する通り、ヘーゲルの所有論と
シュティルナーの所有論の間には議論の位相と
いう水準からして、ある種の断絶がある。カス
トはヘーゲルとシュティルナーとの断絶をルー
トヴィヒ・フォイエルバッハ(Ludwig Andreas 
Feuerbach, 1840-1872)の人格論によって埋めよ
うとしている。フォイエルバッハを経由するこ
とによって、シュティルナーの所有論をシュテ
ィルナーが宗教的と理解する次元を踏まえたも
のにまで広げていることは適切であるが、フォ
イエルバッハの人格論は所有論との結びつきを
念頭において論じられているものではないため、
それまでの所有論との具体的な関わりは明らか
にされているとは言えない。
　その一方で、シュティルナーは当時の政治・
社会思想を政治的自由主義(Der politische 
Liberalismus)、 社 会 的 自 由 主 義(Der soziale 
Liberalismus)、人間的自由主義(Der humane 
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Liberalismus)という三つに分類したが、この分
類の基準の一つが所有という問題であった。シ
ュティルナーは三つの自由主義の検討を通して、
当時の所有論の検討と批判を行っている。本節
では上述の断絶を埋める為に、シュティルナー
の所有論がこの三つの自由主義の所有論を経て
成立したことを提示したい。
　まず、シュティルナーにおいて、この三つの
自由主義がどのようなものとされているのかを
確認しよう。絶対王政と対置される形で市民的
自由を獲得した政治的自由主義では、所有者と
非所有者との間に断絶があった。非所有者が

「国家を所有者の保護権力」(EE: 151)と見なし
た社会的自由主義は、「『個人的所有』からの自
由」 (EE: 154f.)を目指した。それに対して、人
間的自由主義においては単なる物的所有のみな
らず、自己意志、思考までも廃棄すべき所有の
対象とみなされ、「意見なるものもすべて、揚
棄され、非人格的なものにされなければならな
い」と主張され、「意見もまた、一つの普遍的
なもの、『人間というもの』に委ねられ、それ
によって普遍的に人間的な意見とならねばなら
ない」こととなる(EE: 169f.)。ここでは人間的
自由主義が自由主義を徹底したものと捉えられ
る。そして、エゴイズムという観点からは人間
的自由主義がエゴイズムを完全な形で否定する
こととなる。「自己意志と所有とが無力になら
ないように、自己性、すなわちエゴイズムもな
おさらそうならざるをえない」(EE: 170)とされ
るのである。
　このような三つの自由主義の位置づけをふま
えて、シュティルナーは「人間とは皆『エゴイ
スト』である」(EE: 35)と述べ、人間的自由主
義の実現の不可能性を指摘した。「君はすばら
しいものすべての所有する自由を望んでいるの
ではない［…］実際に所持することを望んでい
るのだ」(EE: 205)と述べ、そもそも人は所有の
自由ではなく、所持を望むと指摘する。そして、

「君の力(Gewalt)、ただ君の力(Macht)だけが、
君に権利を与える」(EE: 247)と述べられる通り、
所有は自分以外のものが根拠づけるのではなく、
自分自身で根拠づけられるべきものであった。
そうであるから、「〔所有に関して、ブルジョア
的意味に対して〕エゴイスト的意味では、事情
が異なってくる」(EE: 328)と述べる。
　エゴイスト的意味とはどのようなものか。

「君の、あるいは君たちの所有から、私は臆し
て後退することなく、常にそれを私の所有とみ
なす」(EE: 328)とする。もちろん、これは「君
たちが私の所有と名づけるところのものに対し
ても、同じようにやるのだ」(EE: 328)と認める
ことにもつながる。ここにおいて、エゴイスト
的意味ではブルジョア的意味の所有を恐れるこ
とはない。「最初は社会主義の観点から、しか
し後には確実にエゴイズム的な意識を持って」、
つまり社会主義の批判理論をエゴイズムの内に
引き入れて「優遇される者」たちが、「牡蠣を
すする」のに、「手を延ばして食べる」ことと
なるのだ(EE: 358)。シュティルナーは自身の力
によって生きる者にとって、自身の外にある権
力は「無」でしかないとした。
　このような「三つの自由主義」論は、通常、
三つの自由主義に対してエゴイズムが常に疎外
されてきたことを明らかにするためと理解され
て き た (滝 口 [2009: 106-108]; Newman [2015: 
43]; 森 [2023: 138-139])。そうした理解に加えて、
この「三つの自由主義」論が所有を軸に検討さ
れているという事実は、さらなる考察の手掛か
りをあたえてくれる。上述のようにシュティル
ナーはこれら三つの自由主義を、あえて所有と
いう言葉で説明している。シュティルナーの眼
目は、実は、所有という概念を従来のそれから
逸脱させ、自らの所有論を展開することにあっ
たと考えられる。
　それを示すために、まず、政治的自由主義の
所有観はヘーゲルを、社会的自由主義はプルー
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ドン及びヴァイトリングを、人間的自由主義は
ヘスを念頭に置いていることに着目して、シュ
ティルナーが対置したそれまでの所有論を明ら
かにしたい。以下、三者の所有観について、シ
ュティルナーの批判となる部分を見ていく。
　まず、ヘーゲルの所有観についてはすでに多
くの研究がなされているところであるので、こ
こでは詳しく検討しないが、シュティルナーの
所有論と最も関連する、人格と所有との関係を
確認しておきたい。ヘーゲルは「人格はあらゆ
る物件(Sache)に自らの意志を置きいれる権利
があり、それによって私のものとなる」とし、
その理由を「物件はそれ自体にはそのような目
的をもっておらず、それの規定と魂に私の意志
を受け取るため」と説明している(Hegel [1986: 
106])。ヘーゲルにとって事物はそこに「私の意
志」を注ぎ込めば、全き形で「私」の所有とな
ることができた。
　このような所有観に対して、批判を投げかけ
たのがプルードンであった。プルードンは「所
有は盗みである」という有名な主張によって、
ヘーゲル的な所有観を否定した。
　シュティルナーが手掛かりにしたプルードン
の著作は、『所有とは何か』と『人類における
秩序の創造について』 (以下、『秩序の創造』)で
ある。両著作の関係は、『所有とは何か』が当
時理解されていた所有論の問題点を明らかにし
ているのに対して、『秩序の創造』はプルード
ン自身の所有論を哲学的に基礎付けようとした
ものである。ヘーゲル左派同様、シュティルナ
ーも『秩序の創造』を重視していた。
　プルードンは『秩序の創造』で「秩序とは、
人間が宇宙について知ることのできるすべて」
とした上で、「秩序は、すべての持続、すべて
の発展、すべての完成の最高の条件」と定義す
る(Proudhon [1843: 2])。金山が指摘する通り、
プルードンにとって本質的に問題なのは、「私
的所有と平等としての正義という対立」ではな

く、「人間の意志や実定法を超えて存在する何
らかの『法』あるいは『事実』と、それをかく
乱せんとする人間の、とりわけその意志の『志
向性』の対立」であった(金山 [2015: 115])。つ
まり、プルードンは本来そこに委ねられるべき
法を想定していた。
　この法という観点で言えば、シュティルナー
がプルードンと同列に批判するヴァイトリング
も同様であった。ヴァイトリングは『調和と自
由の保証』で「貧困や困窮、早死は偶然ゆえに
ではなく、自然の法則やキリストの愛からの社
会の逸脱のゆえに生じていると認識したら、た
だちに大声で明言せねばならぬ」とした上で、

「どの時代にもそれぞれの欲求があるが、所有
は我々の時代とは全く逆のものであるので、所
有概念は、もはや我々の時代には合っていな
い」とし、「所有はあらゆる悪の根源であ
る！」と宣言する(Weitling [1842: 17])。プルー
ドンは無秩序に対する秩序を法則として捉え、
その法に従って宗教、哲学、形而上学（＝科
学）へと進歩する社会を見たのに対して、ヴァ
イトリングは「自然の法則やキリストの愛」に
よる社会主義の実現を見た。
　ヘスについては、ヘスの主論文とされる「行
為の哲学」と「社会主義とコミュニズム」を見
たい。いずれも『21ボーゲン』誌に掲載された
論文である。シュティルナーは「行為の哲学」
は引用していないが、『唯一者』で「社会主義
とコミュニズム」を含むいくつかの論文を『21
ボーゲン』誌から引用していることから、「行
為の哲学」も読んでいたものと思われる。「社
会主義とコミュニズム」においてヘスは「ドイ
ツではフィヒテから無神論が始まり、フランス
ではバブーフからコミュニズムが、というより
現在プルードンがより正確に表現しているよう
に、アナーキーが、つまりいっさいの政治的支
配の否定、国家や政治という概念の否定が始ま
る」(Hess [1843b: 77])と述べる。少なくともこ
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こではドイツの哲学とフランスの社会主義が合
流することが意図されている。当時フランスに
逃れた急進的知識階級のドイツ人はドイツとフ
ランスの合流を目指しており、その中でヘスは
プルードンを高く評価した。
　プルードン自身のアナーキーは『秩序の創
造』では中心的にも肯定的にも使われていない
が、周知の通り『所有とは何か』でプルードン
は「アナーキスト」であることを宣言した
(Proudhon [1841: 295])。それが中心的テーマで
はなかったとはいえ、プルードンはここで「社
会は無秩序の中に秩序を求める」(Proudhon 
[1841: 301])と述べ、アナーキーが無秩序を表す
ものではなく、社会秩序と合致することを主張
し た(森 [1998: 24]; 伊 多 波 [2013: 170]; 金 山 
[2022: 35])。
　ヘスは、ここでプルードンをアナーキーの賛
同者とし、アナーキーが最終的に「自己規定あ
るいは自己制約、すなわち人倫へと進む」
(Hess [1843a: 330])とした。なぜヘスはアナー
キーを評価するのか。ヘスは「アナーキーの価
値は、個人がふたたび自身を頼りにするように
なり、自分から出発しなければならない、とい
うところにある」([Hess 1843a: 324])と述べる。
ヘスは「個体は理念の唯一の現実性である。す
なわち、個体の中でのみ生命は一般に自己意識
に達することができる」(Hess [1843a: 312])と
考えていた。つまり、抽象的な人間概念ではな
く、具体的な個体の中でこそ普遍性を実現でき
るとした。アナーキーの実現は個体が普遍性を
実現するための手段とされるのである。プルー
ドンにとってのアナーキーが社会構想的次元の
ものであったのに対して、ヘスのアナーキー概
念には、類的存在や普遍性という、シュティル
ナーが宗教的次元の内に捉えた議論が入り込ん
でいる。
　ここでヘスは「ドイツ精神は、人格の自由は
個々人の所有性にではなく、すべての人間の共

同性にこそ求められるべきである、という認識
に至った」(Hess [1843b: 80])と述べる訳だが、
ここで言う人格は具体的な個体として想定され
ていた。ヘーゲルにおいて人格は「完全に抽象
的な自我としての自己意識をもつ」ことによっ
てはじめて「人格性がはじまる」とされ、抽象
的な人格と所有が結び付けられていた(Hegel 
[1986: 93])。それに対してヘスは1830年代の人
格論争(Breckman [1998])を経て、その人格を具
体的な個の中に見た。ヘスはプルードンの所有
批判と人格を中心とするヘーゲルの所有論を発
展させ、自身の論を構築したと言える。ヘスは
人格を具体的な個として想定しつつも、その具
体的な個はあくまで人間の普遍性を表象するも
のであった。普遍性を否定し、エゴイズムを主
張するシュティルナーにおいてはヘスの所有論
をさらに徹底する必要があった。
　ではこれら三者の主張をシュティルナーはど
のように捉え、どのように批判したのだろうか。
　まず、ヘーゲルについてである。シュティル
ナーは近代所有観を力という観点から捉え直し
ている。力については後述するがシュティルナ
ーが所有と同定するものである。シュティルナ
ーにおいて力はGewalt, Macht, Kraftが敢えて
混同される形で使われるが、この近代的所有批
判の文脈ではGewaltが使われており、ヘーゲ
ルの意志の作用を念頭においていることがわか
る。
　シュティルナーは近代的所有観においては

「力(Gewalt)は、私の他の性質、例えば人間性
や尊厳などと同様に、それがもはや私の力では
なくなって久しくても、存在するほどに、それ
自体の存在へと高められる」(EE: 366)と述べる。
ヘーゲルにおいては、物件に意志を注ぎ入れさ
えすれば、その意志は個たる人格を離れ、永遠
に実存することとなる。シュティルナーはこの
ように従来の所有観を理解した上で、本来「力
が私自身から切り離される」(EE: 367)というこ
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とはあり得ないと批判する。力は絶えず「私」
の自己性によって発揮され続けるものであるか
らだ。その力は「私」の死とともに消滅するの
である。
　そうであるはずなのに、それ自体が実体的に
捉えられ、ある事物に注がれた力は永続的にそ
こに存在し続けることとなる。そうであるから、

「この永続的な力は、私の死によってさえも消
滅することなく」(EE: 367)、それ自体が存在と
して認められる。しかし、これは「力は幽霊へ
と変容するほどに、権利(Recht)となった」(EE: 
366f.)のであり、「妄想」(EE: 367)に過ぎない。
上述から明らかなとおり、「妄想は、彼らが自
身の力を撤回することができないと信じている
ところにある」(EE: 367)とシュティルナーは指
摘する。
　近代所有観の場合、力は残存する、というこ
ととなっている。このように考えてしまうと、
力が権利となって「私」から疎遠なものとなる
ので、「私」は自己性(Eigenheit)を発揮するこ
とが困難となる。ここにおいてシュティルナー
は「力はそれ自体で実存するものではなく、強
大な自我(gewaltigen Ich)、私の中にのみ存在
するということが忘れられている」(EE: 366)と
述べる。
　では、なぜこのような近代的所有観が成り立
つのであろうか。それは「彼に人権を与えるの
は、結局人間である」(EE: 367)からである。近
代的所有観が遵守されるのは、人間という信仰
ゆえに他ならない。そして、そのような下に成
り立つ所有権は「個人が自分自身に権利を与え
るものではない」(EE: 368)のである。
　次にプルードンである。シュティルナーがプ
ルードンを最も批判するのは「盗み」という表
現である。シュティルナーは「プルードン（ヴ
ァイトリングも）は、所有を窃盗(vol)とよぶと
き、所有についてもっとも酷い言葉を言い表し
ていると信じている」(EE: 332)と捉える。しか

し、シュティルナーは「そもそも、『所有』の
概念を適用する以外に『窃盗』の概念は可能と
なるだろうか」(EE: 332)と問う。つまり、盗み
といった時点で、所有ということに対する「法
の同意」(EE: 332)が前提とされていると言う。
シュティルナーは「プルードンは所有者ではな
く、占有者もしくは用益者を望む」(EE: 329)と
いうことは認める。しかし、「プルードンはあ
れこれの所有を否定するだけであって、所有と
いうものは否定していない」(EE: 329)と指摘す
る。そして、プルードンは「人は奪うことによ
って所有へと至る」のだから「この奪取（盗
み）という目的のために連帯しよう」と言うべ
きであったと述べる(EE: 330)。自己に根拠づけ
られない所有は全て否定されるべきであった。
つまり、法的次元の所有は全て否定されるべき
であった。
　シュティルナーも「ブルジョア的自由主義者
たちが理解しているような所有は、たしかにコ
ミュニストたちやプルードンの攻撃に値する、
この所有は維持できない」(EE: 328f.)と述べる
通り、プルードンのブルジョア的所有批判に対
する妥当性それ自体は認める。上述の通り、シ
ュティルナー自身の理論としてそれを組み入れ
てもいる。けれども、プルードンのその所有の
議論の仕方は、法的次元という所有の枠組み自
体は維持しているように見えた。ここにシュテ
ィルナーは新たな「彼岸」を見たと言えよう。
シュティルナーはフォイエルバッハの人間に対
して唯一者を据えたように、プルードンの所有
に対して自身の所有を据えたのである。それゆ
え、シュティルナーにとってプルードンの所有
は「疎遠な所有(das fremde Eigenthum)」(EE: 
420)を語っているに過ぎない、自らの所有を語
ってはいないとしたのである。
　続いて人間的自由主義について見ていきたい。
ここでシュティルナーが、ブルーノ・バウアー
(Bruno Bauer, 1809-1882)と並んでヘスも人間
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的自由主義の同一線上に捉えているとしている
ことは注目に値する。ヘスは上述の分類であれ
ば社会主義的自由主義の範疇であると一般的に
は考えられる。しかし、シュティルナーは、ヘ
スも含めて人間的自由主義の理想社会を「人間
的世界、すなわち普遍的な（コミュニズム的
な）人間社会」(EE: 236)と述べている通り、類
を基準とするコミュニズムも人間主義の中に捉
えていた。
　シュティルナーはヘスについて、「『絶対的な
自由』という理念」は「『絶対的な人間的社会
のなかで実現可能』なはずである」と主張する
と理解する(EE: 322)。それに対してシュティル
ナーは「『自由な人間』という理念を確立する
こと」を目指す「新たな宗教」であると批判す
る(EE: 321)。これをシュティルナーは「近代の
努力」(EE: 321)とし、これを近代の本質と同定
している。その上でシュティルナーは「私が人
類の所有者なのだ」(EE: 323)とする。シュティ
ルナーにとっては、ヘスとプルードンとの間に
は決定的な相違があった。ヘスが「個々人の所
有性にではなく、すべての人間の共同性」を、
と言った時、ヘスはプルードン的な、つまり、
法的次元の所有の意味を超え出ていた。ゆえに
シュティルナーは人間主義者を「財産とともに
財 産 へ の 関 心 」 を も 失 っ た「 無 財 産
(Besitzlosigkeit)」の状態であるとした(EE: 190)。
しかしそれは、別の視点からすれば、シュティ
ルナーがヘスから引用している通り、「国家は
人間全体(ganzen Menschen)を尊重するべき」
(EE: 236)という状態であり、それはつまり、

「財産は社会の所有」(EE: 190)となることも意
味し、類が具体的な個々の人間を所有すること
を意味する。つまり、ここにおいて所有の意味
は、法的次元から宗教的次元へと拡大される。
その意味では、シュティルナーによるプルード
ン批判は、法的次元から宗教的次元へ拡大した
ヘスの視点が踏まえられたものとも言える。

　しかし、シュティルナーにとって、「私が自
らの唯一性(Einzigkeit)によってはじめて人間
というものに存在を与える」(EE: 323)のである
から、類のもとで従属するのではなく、所有者
たる「私」が優先されるのである。シュティル
ナーにおいて所有はヘスが指摘したような普遍
性と繋がるような「人格」の次元で語られるべ
きものではなく、エゴイズム的次元で語られる
べきものであった。そして、シュティルナーの
エゴイスト的所有論は、シュティルナーが批判
した従来の所有概念の拡大の上で展開されたも
のでもあった。
　以上の批判から、シュティルナーは明確に

「所有の問題は、取り組むことが許容された限
定された問題設定以上に広い意味をそれ自体に
持っている」とし、その問題提起の中では「解
決不可能」と指摘する(EE: 190)。それはいわば

「別の側面」(EE: 324)から捉えると、「精神的所
有(geistiges Eigenthum)」(EE: 325)という側面
にまで拡げられている。この「精神的所有」に
ついては、シュティルナーは「自由主義のさま
ざまな段階は、『人間』という概念をどこまで
拡張するか」(EE: 325)という相違に拠っている
とした上で、「決断は『私たちがすべてを持っ
ているところ』にのみ見いだされる」のであり、
それはつまり、「所有は所有者に従属する」こ
とだとする(EE: 327)。
　つまり、三つの自由主義を通して、所有が

「人間なるもの」、類的存在としての人間にまで
拡大された。プルードンは法的次元を徹底させ
る形で所有論を展開し、ヘスはそれを乗り越え
宗教的次元にまで至った。シュティルナーはこ
れを転倒する。その意味で、ウェルシュの「シ
ュティルナーは『所有』の概念を今日それが示
すような法的意味や経済的意味に狭めていな
い」(Welsh [2010: 85])という理解は適切ではあ
るが、それを法的次元・経済的次元の範囲で捉
えたという点で十分ではなかった。シュティル
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ナーは法的次元から宗教的次元の拡大という視
点から所有を捉え、その不可能性を示すことで、
それらの次元すべてが否定してきたエゴイズム
的次元における所有論の擁立を目指したのであ
る。彼の所有論は法的次元にも宗教的次元にも
属さない、あるいはそれを所有しもする「所有
者」たる「私」のみが根拠となる。
　では、シュティルナーのエゴイスト的所有論
は具体的にどのようなものであったのだろうか。
まず、シュティルナーにとって所有ということ
は自己所有を表す。彼は「私の所有とは何か？
私の力(Gewalt)のうちにあるもの以外の何もの
でもない！」(EE: 339)と述べ、所有が力と同義
であることを指摘する。

私の力(Macht)は、私の所有である。
私の力は、私に所有を与える。
私の力は、私自身であり、その力によって私
は私の所有なのである。(EE: 244)

と述べる通り、シュティルナーにとって力が所
有の根拠であり、その力は「私自身」でもある。
ここでシュティルナーがGewaltではなくMacht
と所有が同義であるとしていることは、よりそ
れを特徴づけるだろう。
　この所有と力の関係性は多くの先行研究が明
らかにしてきた(住吉 [1992: 245]; Welsh [2010: 
85])が、上述の理解は、力は所有を正当化する
ものではなく、法的次元や政治的次元のみなら
ず、宗教的次元をも超えるものである。ヘーゲ
ルの人格は法的な次元での所有を正当化するた
め、ヘーゲル左派の所有はそれをさらに「神
学」化するためのものであったのに対して、こ
こでは自らの所有を自分以外に対して正当化す
るという意図は抜け落ちている。この力は

「私」以外の間での問題の前に、「私自身」の内
における問題が先に現れる。シュティルナーは

「自己性とは要するに――所有者(Eigners)の描

写にすぎない」(EE: 225)と述べており、所有を
実現することと、エゴイズムを十全に発揮する
自己性を実現することは同義とされる。そして、
所有者は力との関わりでは「私の自由は、それ
が私の力(Gewalt)となったときにのみ完全なも
のとなる。しかし、これによって私は単なる自
由人であることをやめ、所有者となるのだ」
(EE: 219)と述べる。自己性と力の関係はここで
はこれ以上論じないが、エゴイストたる自己か
ら発せられるものという点では同一であり、所
有もそれと同列とされている。また、ここでは
自由人たることより所有者であることが優先さ
れている。自由はそれ自体「私」の基準で量ら
れるものではないから、「私」を基準とする所
有者の方が優先されるのである。
　ここにおいて所有者となるためには二つの条
件が満たされる必要があることとなる。一つ目
が自己性、自らの力に沿って生きることであり、
二つ目が、「個人が解体することを許されない
制度が一つでも存続するかぎりは、自己性と、
私のものの自己への帰属は、まだまだ遠い」

（EE: 285）と述べられる通り、それを抑圧する
社会制度が不在なことである。二つ目もアナー
キズムへと結びつく契機を持っているという点
で重要であるが、ここでは所有の検討を深める
ために、一つ目について詳しく見ていきたい。
シュティルナーはエゴイストについて述べる時
はエゴイストを否定する非エゴイストも「不自
由なエゴイスト」であるとして、完全にエゴイ
ストでない状態はあり得ないとしたわけだが、
所有者ということではそうでないこともあり得
る。それは「私」以外の「聖なるもの」に仕え
て い る 状 態 で あ る。 な ぜ か、「 疎 遠 な 力
(Gewalt)、私が他者にゆだねるところの力は、
私を奴隷(Leibeigenen)にする」(EE: 340)からで
ある。疎遠な力の基準で生きることは、自己性
と全的に対立する。
　以上の通り、シュティルナーにとっては、自
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らの自己性や力に生きるという意味での所有者
であることが、所有そのものを表すこととなる。
彼にとって所有は、絶えず自己性から発揮され
る力に基づく関係以上のものではなかった。別
の言い方をすれば、シュティルナーにとって所
有はある（法的・宗教的）状態を示すものでは
なく、力の運動にあたるものであった。そうで
あるから、シュティルナーは

自己性、それは私の全存在、存在であり、私
自身である。私は、私が免れたものから自由
であり、私が力を持っているもの、あるいは
私の力(Macht)が及ぶところの所有者である。
他者に自分を投げ出さなければ、いついかな
る状況でも、私は私自身なのなのだ。(EE: 
207)

と述べる。自己性という「私の全存在」を発揮
することが、所有なのであった。
　つまり、シュティルナーの所有(Eigenthum)
は自らに固有な(eigen)己の力が向けられている
ことを表したものとしてのEigenthumという以
上の性格はないのである。これはエゴイズムを
唱えるシュティルナーにとって、他者に自身の
所有権を正当化する必要性がないことからも明
らかであろう。自身の所有権が問題となるのは、
所有ということを以て他者と出会った後の段階
である。シュティルナーの所有はその正当化を
問題とした法的次元や、他者との利害調整の必
要から発する政治的次元の問題、あるいは類的
存在を基準とする宗教的次元のものでもなく、
エゴイズム的次元、すなわち唯一者という存在、
徹底してエゴイストから発する問いなのである。

Ⅲ .　連合
　以上で明らかになったように、シュティルナ
ーの所有論が法的・宗教的次元での議論でない
とすれば、連合もどの次元で語られたものなの

か、問い直される必要がある。
　冒頭でも見た通り、連合は国家の代替として
提起されたことが前提とされてきた。それに対
して、滝口やニューマンはそれぞれ、どの程度
非社会構想的か、非法学的かという点では異な
るものの、「エゴイストの結合」に過ぎないと
した点で、社会構想的・法的次元に留まらない
こ と を 指 摘 し て い る(滝 口 [2009: 106-108]; 
Newman [2015: 43])。
　その中で滝口は連合の思想史的来歴を検討し
ている。滝口は「人間的自由主義に極まる自由
主義の三形態の批判」(滝口 [2009: 114])がある
とした上で、それをヘーゲルの人倫的関係に対
するシュティルナーの批判という観点に収束さ
せる。確かに、連合にはヘーゲルの人倫的関係
に対する批判が通底しているのは事実であるが、
ヘーゲルの人倫的関係の拒絶という観点からの
みでは、シュティルナーの具体的な連合観には
直接結びつかない。ここでも所有の時と同様の
断絶がある。それゆえここでも、ヘーゲルとシ
ュティルナーを架橋する思想家を検討する必要
がある。
　滝口が指摘している通り、これに関しても、
三つの自由主義が手掛かりとなる。本節ではヘ
ーゲルの人倫との断絶を架橋する思想的来歴を
確認するために、社会主義自由主義及び人間的
自由主義について見ておきたい。シュティルナ
ーの連合を「代替案」として捉えると、彼は社
会主義的自由主義たるコミュニズムと人間的自
由主義たるヒューマニズムに対して「代替案」
を提示したということができる。以下で明らか
になる通り、シュティルナーはコミュニズムと
ヒューマニズムを同列にして論じている。以下、
ヴァイトリング、ヘス、フォイエルバッハに対
する批判を見ていこう。
　シュティルナーは自己性を中心に置く連合に
対して、「コミュニズムが創設しようとする社
会は、この連合にもっとも近しいようにみえ
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る」(EE: 411)とする。例えば、ヴァイトリング
は「自然のあらゆるものは良いものであり、有
益なものである」(Weitling [1842: 123])という
自然観を前提に所有が存在しない以前の原始社
会を理想化しつつ、「完全な社会には、支配
(Regierung)ではなく管理(Verwaltung)がある」
(Weitling [1842: 23])と述べる。「管理は、社会
のために、管理者を含めたあらゆる人の欲求や
能力を調整し、調和へと導くことを使命とす
る」(Weitling [1842: 123])とし、所有で不平等
が生じた当の社会を、政府ではない形で管理す
ることで調和を取り戻そうとする。無政府を前
提とした自治組織はその点においては連合と外
観が類似するかもしれない。無政府性というこ
とで言えば、ヘスは「アナーキーの価値は、個
人がふたたび自身を頼りにするようになり、自
分から出発しなければならない、というところ
にある」(Hess [1843a: 324])と述べているが、シ
ュティルナーも「『善良な市民』とともに、善
良な国家も零落し、アナーキーと無法性
(Gesetzlosigkeit)へと溶解する」(EE: 314)と述
べる。当時にあってアナーキーをあえて肯定し
た点の類似性は指摘できよう。
　その上でシュティルナーはコミュニズム、そ
してヒューマニズムの社会をさらに批判するこ
とで、連合を特徴づける。シュティルナーの批
判はフォイエルバッハを念頭においた共同性と
ヴァイトリングとヘスを念頭に置いた幸福
(Wohl)との二点に向けられる。
　フォイエルバッハの共同性に対するシュティ
ルナーの批判については、例えばカストも詳細
に明らかにしているが、ここでは連合との接続
という観点から捉え直してみたい。シュティル
ナーは共同体(Gemeinschaft)が創出されると、
それは「人間の原理」となり、「共同体の法を、
すなわち――社会の法を規定する」と指摘した
上で、「コミュニズムはこの原理に最も厳密な
服従を与える」とする(EE: 413)。この共同性の

根拠を、シュティルナーは「フォイエルバッハ
が正しく言っているように、但し彼は正しくは
考えていなかったが、愛は人間の本質であり、
すなわち、社会のもしくは社会的（コミュニズ
ム的）人間の本質であるからだ」(EE: 413)と述
べ、愛に同定する。これは、「エゴイズムを誹
謗するヒューマニズム」(EE: 413)も同様である
とする。「聖なる（宗教的、倫理的、人間的）
愛にあふれるものは、ただ幽霊だけを、すなわ
ち『真なる人間』だけを愛する」(EE: 383)と批
判される通り、このような愛は自己性とは相い
れない。シュティルナーは「われわれは共同体
のあらゆる偽善から関係を断とう」(EE: 415)と
述べる。そうであるから、シュティルナーは

「我々は共同性(Gemeinschaft)を求めるのはや
め、一面性を求めよう」と述べ、「我々の所有
として用いる手段と器官のみを他者に求めよ
う」と主張する(EE: 415)。
　フォイエルバッハも他者を彼の本質のためで
はなく「類似性または共同性のため」に愛する
ことは「第三のものの表象によって統一性をか
き乱す」と批判した(Feuerbach [2006: 442])。
フォイエルバッハは感性的愛によって類という
真なる全面性へと至ったのだが、「人間の原
理」を否定するシュティルナーにおいては一面
性が求められることとなる。他者を所有すると
いうことは、そこに共同性を見出さないと言う
ことである。そうであるから、「他者が自分と
等しい存在であるという前提は、虚偽から生じ
ている」とされ、「私に等しい存在はなく、他
のすべての存在と同様に、私はそのものを私の
所有と見なす」こととなる(EE: 415)。唯一性は
他との共通性を持たないがゆえに、その次元に
おいては万人が等しく持っているものはない。
そうであるから、「家族、種族、民族、さらに
は人類」といった「自然的紐帯」も、「コミュ
ニティ (Gemeinde)や教会」といった「精神的
紐帯」も、連合の根拠にはならない(EE: 416)。
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このような前提に築かれる共同体は、「いずれ
の場合にも君が唯一者としていることは抑圧さ
れねばならない」(EE: 416)と述べる通り、等し
い次元を措定すれば、忽ち唯一性が妨げられて
しまう。そのような唯一性を維持できるのが連
合なのである。
　次に、幸福について、シュティルナーはヴァ
イトリングの『調和と自由の保証』を引用する
形でコミュニズム的社会を「『万人の幸福』を
目標とすべきものとされる」(EE: 411)と述べる。
そうであるなら、「『真の幸福』」が問題となる
が、「それによってまさに信仰が圧政をはじめ
るところにまで来ているのではないか？」とす
る(EE: 412)。なぜならば、真の幸福を想定した
時、「人は普遍的幸福のために自らの特殊的幸
福を犠牲にせよ」(EE: 412)と要求せざるをえな
いからだ。そのような要求は「キリスト教的要
求」に過ぎないとし、「自身の幸福を誰にも奪
わせず、絶え間なくそこに基づきなさい、とい
う反対の戒めの方が、良く理解される」と述べ
る(EE: 412)。
　先ほどヘスとシュティルナーの「アナーキ
ー」への肯定という類似性を指摘したが、シュ
ティルナー自身は、ヘスの「行為の哲学」と

「社会主義とコミュニズム」が載った『21ボー
ゲン』誌のカール・ウィットの論文から「自由
主義とは我々の現状の諸関係に適用される理性
の認識にほかならない」という文を引用し、そ
れを根拠に「自由主義の目標は、『理性的な秩
序』、『道徳的な行為』、『制限された自由』であ
り、アナーキー、無法性、自己性ではない」
(EE: 139)と指摘している⑴。先の引用に加えこ
こで敢えてアナーキーという言葉を使っており、
ヘスを念頭に置いているのは明らかだが、シュ
ティルナーからすれば、ヘスはアナーキーの先
に人倫を、人倫に根差した社会を見ているとい
う点で、アナーキーを肯定したものとは言えな
かった。それに対して、シュティルナーは自己

性のみを肯定しており、そこに決定的な相違を
主張する。
　ではこのような連合、すなわち「エゴイスト
の連合」はどのように成立し、どのように立ち
現れるのであろうか。シュティルナーは

もし私が彼を利用できるのであれば、私は必
ず理解を深め、彼と同意する。それは、合意
を通して私の力(Macht)を増大させ、共同の
力(Gewalt)によって、個人がもたらすことの
できる以上のことを達成するためである。私
はこの共同に、私の力(Kraft)が何倍にも増幅
すること以外の何ものも見ず、それが私の増
幅した力(Kraft)である限り、私はそれを保持
する。そして、それが連合なのだ。(EE: 416)

と指摘する。この文には複数の重要な論点が含
まれている。
　まず確認したいのは、連合が「合意」によっ
て成立するということである。後で見るように
この合意は合意後の私を縛る社会契約的なもの
ではない。むしろこれは素朴に一緒に何かをし
ようとする、あるいはある関係を築こうとする
お互いの了解である。
　そうであるから、連合は多様なところで現れ
る。例えば「パンはある町の全住民の必要物だ
から、みんなのパン屋を設立するに容易に合意
できる」はずだから、「焼かれたパンを必要と
する者たちの連合」が立ち現れることとなる
(EE: 365)。これは公共的なものの代替となりう
るだろう。その一方で、『唯一者』に対する批
判の反批判を展開した「シュティルナーの批評
家たち」では、ヘスが「エゴイスト的連合
(egoistischen Vereine)」と呼んで批判したのに
対して、シュティルナーは「エゴイストたちの
連合(Verein von Egoisten)」だと反論し、それ
がある具体的な社会像であること、つまり代替
案であることを拒絶する(KS: 395)。それゆえ、



14

シュティルナーは「子どもたちが遊び仲間同士
で集まっている」ところ、あるいは、「心が通
い合っている」友人や恋人が「相互に享受して
いる」ところ、あるいは「道端で二、三の仲の
いい知人に出会って酒場に行こうと誘われる」
ところを見れば、「エゴイスト的連合」を「眼
前に見ることだろう」と言う (KS: 395f.)。
　確かに『唯一者』でシュティルナーは無意識
的にも代替案としての連合を展開していたが、
そのように代替案として理解した批判を受けて、
その側面を無内容化している。それを踏まえて
先の引用文を解釈すれば、連合を組むのは「独
力でなしうるより以上のものを、共同の力によ
って達成する」ためであるとシュティルナーは
指摘している。ここではパンの生産力という側
面もあるが、「シュティルナーの批評家たち」
の例を踏まえれば、一人でいるより複数人でい
た方が楽しい、ということも含まれると考えら
れる。
　そのように「成立」した連合はどのような形
を成すのだろうか。シュティルナーは社会
(Gesellschaft)や党派と連合を対比することでそ
れを示そうとする。
　まず、社会について、シュティルナーは「社
会は私と君とによって生じるのではなく、第三
者によって創られる」(EE: 287)と述べる。つま
り、社会を成員同士の関係によって成り立つと
はせず、別のものによって創られるとする。そ
のような社会ができた瞬間、もはや自分でその
社会の在り方を決めることはできなくなってし
まう。そのことによって、エゴイストは犠牲に
ならねばならなくなるのである。「国家はつね
に個々人を限定し、抑制し、服従させ、ある普
遍的性に従属させる、という目的しか持たな
い」(EE: 298)と述べられているが、社会もまた、
同様の目的をもつのである。「社会の中では、
君は君の労働力によって利用される」、また、

「人間的つまり宗教的に『この主人の体の手

足』として生きる」ことが強要される(EE: 
417f.)。そのため、「国家や『人間社会』を完璧
に利用しうるためには、私はこれをむしろ私の
所有・私の創造物に変容させ、つまりはそれを
無化し、それに代わるエゴイズムたちによる連
合(Verein von Egoisten)を形成する」(EE: 235)
ことが考えられている。
　また、この連合は党派でもない。当時現れた
党派という概念について、シュティルナーは

「あらゆる党派はそれ自身とその存続に固執す
るから、その成員は、その党派の欲望に奉仕す
る度合いに応じて不自由であり、さらには非自
己的であり、エゴイズムを欠く」(EE: 313)と言
う⑵。「個々人は唯一的であって、党派の一員
ではない」(EE: 310)のであり、「非党派性にこ
そ、エゴイズムはあらわれ［…］私は自分の旗
印に誓わなくても、私と連合する者を十分に見
つけることができる」(EE: 311)のである。
　では、この連合は党派性を有する社会とどの
ように異なるのか。「社会(Gesellschaft)が制限
するのがただ自由だけである場合には、その社
会とは、連合化、合意、連合であるのだが、自
己性が滅亡の危機に瀕するおそれがあるならは、
その社会とは、権力それ自体、私を超える権力
(Macht)」(EE: 409)となる。ここで注意しなけ
ればならないのは、「自由に関しては国家も連
合も、本質的な差異はない」(EE: 410)と認めて
いることである。国家と同様に「連合もまた
様々な種類の自由が制限されることなくしては、
成立することも、存立することもできない」
(EE: 410)。「自由と自己性との間には何という
相違があることか」(EE: 207)と述べる通り、唯
一者と自由というのは必ずしも結びついていな
い。唯一性に適うために自由を制限することは、
唯一者にとって問題とはならない。それは子ど
もが遊ぶ際に楽しく遊ぶためにルールを作るの
を想起すれば理解できよう。以上のように「連
合の目的は自由ではなく」(EE: 410f.)、「連合は
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逆に自己性のために、自己性のためだけに自由
を犠牲とする」(EE: 411)のである。そして、そ
の連合は「私の固有なる創造物」(EE: 411)なの
である。つまり、シュティルナーにとって連合
の一番の目的は、その連合が第三者によって創
られるものではなく、「私の事柄」であり続け
ること、「君が連合を所持し、利用する」(EE: 
416)こと、唯一者としての「私」が「私」でい
られることなのである。
　それゆえ、「連合、これを君は利用し、『義務
も忠誠もなく』、もはや何の利益も引き出せな
いと知れば、君はこれを放棄する」(EE: 418)こ
ととなる。この連合は自由に放棄もできる。さ
らに、「ある連合が社会へと結晶化されたとき
には、それは連合化(Vereinigung)を止める」
(EE: 408)と述べられている通り、その連合が変
容することによっても「私」は連合を放棄する。
この連合の流動性は例えば滝口やニューマンも
強調している。この連合は唯一者同様、「解
体」という作業を不可欠とする。連合は放って
おけば「静止へと至り、固定化へと失墜し」、

「死体」となる(EE: 408)。それによって、もは
や「私の事柄」、「私」の所持するものではなく
なってしまう。
　「連合において、君は、君の全ての権力
(Macht)、力(Vermögen)を傾け、君自身に値し
うるものとなる」(EE: 417)と述べる通り、シュ
ティルナーは連合を、「私」が唯一者として全
き生を享受できる場とする。「連合は君のため
に君によって存在するが、社会はこれとは逆に
自らのために君を要求し、また君なしでも存在
するのだ」(EE: 418)とあるように、連合には

「私」やあるいは「君」が不可欠となる。「社会
は君を費消するのに対し、連合は君がこれを費
消する」(EE: 418)のであり、連合それ自体から
も「私」は享受する。「私はただ、私の力
(Gewalt)のうちにないもののみを犠牲とする。
要するに、何一つ『犠牲』にしないのだ」(EE: 

418)と述べる通り、それは、自己性を犠牲とせ
ずにただ享受したいものを享受する、というこ
とである。
　以上のようにシュティルナーにとっての連合
は、所有がそうであったように、エゴイストた
る「私」の視点、エゴイズム的次元のみから導
かれるものであった。したがって、彼にとって
連合の第一の意図が秩序構想であったと解釈す
ると、それはもはや唯一者の次元からはかけ離
れてしまう。彼にとって物事を捉える視点は自
己を発してのみしかあり得ないのであって、そ
れよりマクロな視点を取り入れると矛盾を来た
す。なぜなら自分以外の視点から正当化された
ものは、「私」とは別の力とならざるをえない
からだ。

Ⅳ . 結語
　以上、シュティルナーの所有論と連合論の内
実を、その思想史的来歴という観点から明らか
にしてきた。
　まず、所有については、シュティルナーの所
有論は従来論じられてきたような法的次元、つ
まり他者に対して自らの権利を主張する所有権
の議論でも、宗教的次元、つまり、自らの存在
を類に完全に還元することで実現される類とし
ての所有の議論でもなく、徹底したエゴイズム
から生じたものであった。その意味で、所有は
自己の固有な力の方向性を指し示す以上のもの
ではなかった。冒頭でふれた「君は、私の対象
であるから、私の所有なのだ」(EE: 184)という
文も、この所有論に立てば整合的に理解できる。
　さらに連合についても、これは従来論じられ
てきたような社会構想的次元、つまり、エゴイ
ズムの視点から離れて個々人を俯瞰して社会を
構想するものではなかった。シュティルナーは
コミュニズムやヒューマニズムといった従来の
社会構想論がエゴイズムと対立することを明ら
かにし、徹底してエゴイズムの視点に留まるこ
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とを主張した。そのようなエゴイズムの視点か
らは社会や党派も否定される。エゴイズムの視
点から形成された連合は、自然に社会へと結晶
化する可能性を認めるが、エゴイズムの視点か
ら離れた瞬間に、それを放棄されることになる。
　以上のように、シュティルナーは、従来言わ
れてきたような社会構想的な視点は持ち合わせ
ていなかった。むろん、エゴイスト同士の連合
に対して俯瞰的な、社会学的な視点を加えるこ

とはできるが、そのような視点を持った瞬間、
それはエゴイズムを逸脱することになる。その
意味で、シュティルナーの思想は個人主義的ア
ナーキズムの中で理解されてきたような連合観
を含む、あらゆる社会構想を拒絶するという意
味での社会思想、あるいはエゴイズムの視点か
らの社会論という意味での社会思想としてしか
ありえない。そう結論することができるだろう。
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《一般論文》

Ⅰ．序論
　現代政治哲学の復興の嚆矢となった理論が、
ジョン・ロールズによる『正義論』 で提示され
たリベラリズムであるならば、その批判の鏑矢
となった理論は、ロバート・ノージックによる

『アナーキー・国家・ユートピア（Anarchy, 
State, and Utopia）』 （以下ASUと表記）で提示
されたリバタリアニズムであろう（Nozick 
[1974], Rawls [1971]）。両者はともに自由を重
視する理論ではあるものの、その自由の扱いに
は相違する点がある。
　両者の自由に関する議論における相違点のう
ち大きなものしては、「再分配」に対する態度
が挙げられるだろう⑴。ロールズの議論が再分
配を肯定的に捉えていたのに対して、ノージッ
クの議論はそれを基本的に否定的に捉えている
のである。しかし、このことは現代では右派リ
バタリアニズムとされる、ノージックの議論の
立場を不利なものにする一因になってしまった。
なぜならば、右派リバタリアニズムは、ある時
点での分配状態において生じている直観に反す
る状況（特に経済状況）に、説得的な是正措置
を提案することが難しいからだ⑵。
　本稿の目的は、そのような右派リバタリアニ
ズムにおける状況を乗り越えるために、ノージ
ックの議論を検討して、右派リバタリアニズム
における再分配的原理を改めて提示することで
ある。特に本稿では、ノージックのASUで、
数少ない再分配的制度の肯定を含意する概念で
ある、ある無主物の専有後に生じる他者の状況

の悪化を勘案してその専有の正当性を判断する
「ロック的但し書き」に新しい解釈を与えるこ
とに注力する⑶。
　ノージックによって導入されたロック的但し
書きは、ジョン・ロックの『統治二論』におけ
る正当な専有の条件である、「充分かつ同質

（enough and as good）」の共用物を残しておく
という条件と、専有している物を腐敗させたり
破壊したりしてはならないとする条件の両方を
含 む も の で は な い（Locke [1988: 287-288, 
290=2010: 326, 329-330]）。ノージックはロック
の挙げた正当な専有の条件のうち、専有の際に
他 人 に「 充 分 か つ 同 質（enough and as 
good）」の共用物を残しておくという条件の方
に着目している。このロック的但し書きは現代
政治哲学においても重要な概念であり、気候正
義や気候難民、排出権といった実践にも関わる
ことから、再分配がなされる条件となる基底線

（baseline）の設定問題に至るまで、様々な観
点から検討がなされてきているものである。
　本稿ではノージックの導入したロック的但し
書きについて、無主物の定義に関わる「無主物
の特性（character of bona vacantia）」と「到
達可能性（reachability）」という二つの概念を
考慮すると、専有物に思われても本質的には無
主物として扱うべきものがあると指摘する。そ
れ故、不当な専有と見做されるものを手放すか
賠償という形で再分配することが必要となり、
ノージックの導入したロック的但し書きは広く
適用されうる再分配的原理であることを示す。

ノージックのロック的但し書きの再解釈から導出される再分配的原理
―リバタリアニズムの新たな展望―

大 工 章 宏
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最後に、この再分配的原理に基づいて、格差問
題など右派リバタリアニズムに対して投じられ
ている懸念についても回答しうる展望を示して、
本稿を終えることとなる。

Ⅱ． 右派リバタリアニズムの状況と「再
分配」

　右派リバタリアニズムの再分配的原理を示し
ていく前に、本稿では、ジェラルド・A・コー
エンによって以下で述べられている自己所有権
概念に対し、大きく変更を加えていない理論を
右派リバタリアニズムとして扱うことにする。

なぜならその哲学〈リバタリアニズム〉の主
要な関心は、自由ではなく、自己所有権命題
である。これは、各人が自分自身の人格と力
の道徳的に正当な所有者であり、“それ故に”、
各人は（道徳的に言って）、その力を自分の
望むように自由に使えるが、他者に攻撃的に
展開しないことが条件である、というものだ。

（Cohen [1995: 67]　強調は原文のまま　〈〉
内は筆者）

　また、右派リバタリアニズムにおいて再分配
的原理を改めて示すことの意義を述べる必要も
あるだろう。すなわち何故、「再分配」を否定
する強固な自己所有権と、そこから導出される
同様に強固な私的所有権という、右派リバタリ
アニズムの立場を部分的に否定するようなもの
を提示しなければならないのか、という疑問に
答える必要がある。そして、その答えは現在の
リバタリアニズムにおける「再分配」に関する
議論の状況を分析することで、右派リバタリア
ニズムの「再分配」に対する議論の行き詰まり
として示されるだろう。
　本節の目的の一つは、「再分配」に関する右
派リバタリアニズムの議論の行き詰まりは、ノ
ージックによるロック的但し書きの解釈にある

ことを示すことだ。そのためまず、主に現代に
おいてリバタリアニズムに分類される諸議論の
中で、「再分配」に関する理論において右派リ
バタリアニズムが充分に直観的な議論を提示す
ることができていない状況と、それを打開する
ために提示されてきた議論について検討する。
具体的には、右派リバタリアニズムの「再分
配」に関する議論において難点とされているも
のが、ノージックのロック的但し書きに対する
彼自身の解釈に起因するものであり、この但し
書きに着目する必要性を示す。
　ノージックによって提示された、現在では右
派リバタリアニズムと呼ばれる立場は、現代政
治哲学の領域において重要と見做されているこ
とは確かだ。一方で、同じリバタリアニズムに
分類される議論の中でも、「再分配」を肯定的
に捉える左派リバタリアニズムや新古典的自由
主義（neoclassical liberalism）といった立場の
方が、右派リバタリアニズムに比べれば、再分
配的制度（あるいは再分配的原理）において議
論の発展が見られる。たとえばジェイソン・ブ
レナンを始めとしたPPE（politics, philosophy, 
and economics）アプローチを採用した新古典
的自由主義のように、貧困者の救済などを含む
社会正義を重視することによって「再分配」を
正当なものと考える立場や、マイケル・オーツ
カを始めとした左派リバタリアニズムのように、
平等主義を核に取り込むことによって「再分
配」を肯定する立場は、右派リバタリアニズム
と比較すると「再分配」に関する議論を積極的
に展開できている（Brennan [2012], Otsuka 
[2003]）⑷。特に左派リバタリアニズムは本稿と
同様にノージックの議論のコアな部分を用いつ
つも、「再分配」についての議論を提示できて
いる。そのため本稿では主に左派リバタリアニ
ズムへの批判的検討を行いつつ、右派リバタリ
アニズムの再分配的原理を示していくことにな
る。
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　右派リバタリアニズムの提唱者たるノージッ
ク自身のASU以降の言葉によって、右派リバ
タリアニズムにおいて「再分配」を積極的に行
うことを認めうる原理を導出することは難しい
とされている⑸。

私がかつて提唱したリバタリアンの立場は、
今となっては重大な欠陥があるように思われ
る。その理由の一つは、人道的な配慮や共同
の協力的な活動をより緊密に編み込む余地を
残していなかったからだ。それは、問題や課
題に対する公的な政治的関心が、その重要性
や緊急性を表す道筋であり、それゆえ、それ
らに対する私的な行動や関心を表し、強化し、
方向づけ、奨励し、有効化するため、象徴的
に重要であることを軽視していたためである。

（Nozick [1989: 286-287]）

　このノージック自身の人道的配慮や、共同の
協力的な活動（joint cooperative activity）が
含意する公的な政治的関心における象徴性の検
討不足に対する反省にあるように、人道的配慮
不足や公的な政治的関心における象徴性の軽視
といった批判に対して、右派リバタリアニズム
では十分に応答できないとみられた。このうち
注目したいのは、人道的配慮についての検討不
足を認めるノージックの反省の弁である⑹。
　これらの批判のうち「再分配」に起因する問
題である人道的配慮の不足について、ノージッ
ク的な議論に基づいて応答することに成功して
いる可能性があるものが、オーツカやヒレル・
スタイナー、ピーター・ヴァレンタインに代表
される左派リバタリアニズムである（Otsuka 
[2003], Steiner [1994], Vallentyne [2007]）。左派
リバタリアニズムはおおよそノージックの議論
をベースに展開されており、一見、右派リバタ
リアニズムの発展型のようにも思われる。確か
に、平等主義的要素を組み込むことで、障害者

や貧しい人々への再分配を要請するものとして
位置づけ正当化することを試みて、従来の右派
リバタリアニズムよりも再分配について肯定的
なものとし、直接人道的配慮を組み入れるわけ
ではないという点で、本稿で提示する議論と近
い部分はある。
　けれども平等主義的概念を基底に置いた自由
の最大化という点において、リバタリアニズム
の核となっている私的所有権を弱めてしまって
いる可能性は否めないだろう。そして何より平
等主義的なアプローチをとる左派リバタリアニ
ズムと、ノージックの提示した右派リバタリア
ニズムとは、自己所有権に対する見解において
認識を違えており、それを左派リバタリアニズ
ムは不可侵のものではないと見做している点は
重要である⑺ 。
　このように、人道的配慮の軽視がはらむ問題
を回避するべく右派リバタリアニズムから離れ
ることによって、現在のリバタリアニズムは発
展してきているといえる。しかし、右派リバタ
リアニズムの立場は、本当に人道的配慮につい
てカバーする構想を提起しえない立場なのだろ
うか。
　その問いには、右派リバタリアニズムにおい
て数少ない再分配的原理とみなしうるロック的
但し書きについてのノージックの解釈を検討す
ることによって応答しうる。具体的には、ノー
ジックのロック的但し書きの再構成を通じて、
左派リバタリアニズムよりも穏当に、リバタリ
アニズムの特性である自己所有権の本源性を損
なうことなく、直観に適合する再分配原理を支
持しうる構想を右派リバタリアニズムは提示で
きるだろう。

Ⅲ．ロック的但し書き
Ⅲ.1．ノージックの曖昧さ
　本節と次節では、ノージックのロック的但し
書きの解釈について検討を加えて、到達可能性
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アプローチと呼ぶことになるロック的但し書き
の解釈を示すことになる。
　右派リバタリアニズムは、基本的にどのよう
な状況においても「再分配」に否定的な立場を
取ることは事実である。それ故、先に述べたよ
うに人道的配慮を軽視しているとされて批判が
為されてきているものの、ノージックの提示し
た右派リバタリアニズムは、ロック的但し書き
という再分配的原理を採用していることに着目
すべきであろう⑻。
　ノージックが導入したロック的但し書きは、
ジョン・ロックの『統治二論』における正当な
専有の条件である「充分かつ同質（enough 
and as good）」の共用物を残しておくという条
件に着目し、提出されたものである（Locke 
[1988: 287-288=2010: 326]）。このロック的但し
書きについては、現代政治哲学において多くの
議論が為されてきている。それらは一般的な財
の分配に関連するものだけでなく、気候正義の
文脈や、後に触れる基底線（baseline）と呼ば
れる、ロック的但し書きが適用される境界につ
いての議論など様々な論点・観点から論じられ
てきている⑼。
　そして、多くの検討において重視されてきて
いるのは、概してロック的但し書きの正当な適
用範囲を支える解釈に関するものと言える。し
かし、ノージックが導入したロック的但し書き
は、様々な解釈が可能である。故にノージック
のロック的但し書きの解釈は、その適用範囲に
ついて曖昧なままであり、再分配的原理として
は具体性に不足していると言える。
　実際、再分配的原理としてノージックの議論
の中で提示されているロック的但し書きは、

「この但し書きが、実際に適用されることは、
（ほとんど？）全く無いだろう」と、その適用
範囲については狭いものになると想定するに留
まっている(Nozick [1974: 179=1994: 301]）⑽。ノ
ージックはロック的但し書きについて軽視して

いたわけではないものの、原始獲得論を導入す
るに当たって重要な概念であったにもかかわら
ず、その解釈において正当化される適用範囲に
ついては曖昧な部分を残している（Nozick 
[1974: 150=1994: 255]）。このことから、ノージ
ックにとってロック的但し書きの必然性（ロッ
クの獲得論に伴うもの）と、作用の存在（再分
配的機能）を示す必要はあったものの、その適
用範囲についてはあまり関心がなかったように
思われる。
　それ故但し書きは、リバタリアニズムにおい
て再分配的原理として改善しうる、あるいはよ
り洗練しうるものとして見做しうる。このこと
から適用範囲の拡大を伴う形での但し書きの変
更による、オーツカの「所有以前の世界資源を
手に入れることができるのは、他の人々が等し
く有利な形で手に入れることができるように、
十分な量を残す場合かつその場合のみである」
という平等主義的但し書き（the egalitarian 
proviso）や、マックによる自己と世界との関
係である世界相互作用力（world-interactive 
powers）に着目した自己所有権但し書き（Self-
Ownership Proviso）といった構想が提示され
て き て い る（Otsuka [2003: 24], Mack [1995: 
186]）⑾。そして、リバタリアニズムにおけるこ
れらの但し書きの変更は、ノージック自身のロ
ック的但し書きの解釈よりも、さらなる再分配
を要請する含意があることは否めないだろう⑿。
　けれども、左派リバタリアニズムや自己所有
権的但し書きを展開したマックの議論のように
再分配的原理の適用範囲を、但し書きを変更し
て拡大するのではなく、ノージックの（右派）
リバタリアニズム構想を基礎とするならば、適
用範囲は彼自身の想定よりも広くなる。つまり、
右派リバタリアニズムにおいて、ロック的但し
書きに変更を加えることなく「再分配」に関す
るより有効な議論を提供することが可能である。
　また、のちのノージックが認めたように、人
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道的配慮という要素を組み入れる意義を認めな
くても、直観に適う判断を下しうることを示す
ものにもなる（Nozick[1989: 286-287]）。つまり、
ASU以降にノージックが導入を訴えるに至っ
た人道的観点を導入せずとも、右派リバタリア
ニズムにおける再分配的原理の適用範囲は広く
直観に適いうる判断を下しつつ、独自性を保つ
ことができると示す。
　先述したように、ノージックは、ロック的但
し書きの適用範囲は非常に狭いと考えていたと
考えられる。実際、このことはノージック自身
の基底線に対する認識における問題に関わって
くる。次項ではその点について、これまで等閑
視されてきた、ノージックの特許権にかかわる
知的財産や発明品に関する議論をふまえて検討
する。なぜならば、これらの議論は、ノージッ
クによって提示されたロック的但し書きの適用
例の中でも生命の危機に関わらないにもかかわ
らず適用されるものとなっており、どのような
状態が但し書きにかかわってくるのかを知る手
がかりとなるからだ。

Ⅲ.2．基底線は何処に？
　ロック的但し書きの適用という議論において
重視される対象は、多くの場合、他者の立場を
悪化と見做すかどうかを判断するための基底線
についてである。ヨアヒム・ヴンディッシュは、
ノージックの基底線の議論について「ノージッ
クは但し書きの基底線（問題の悪化が測られる
基準）について多くの議論を残しているが、但
し書きの効力はこの基底線の解釈にかかってい
る こ と は 明 ら か で あ る 」 と 述 べ て い る

（Wündisch [2013: 206]）。
　このように基底線の議論はノージックのロッ
ク的但し書きにおいても重要であるとみなされ
ていることは確かだ。しかし、ノージックはこ
の基底線について最終的に具体的な検討を以下
のように放棄してしまう。

ロック流の専有は、人々の地位を悪化させな
いというが、それは、どのような状態と比べ
てのことなのか。この基底線設定問題は、こ
こで可能な程度を越えた詳細な検討を必要と
する。（Nozick [1974: 177=1994: 298]）

　基底線の具体的な設定についてノージックは
詳細な議論を行わなかったことは事実であるも
のの、井上彰によってその想定される基底線の
位置は整理されている。それは、諸個人がより
悪い立場に置かれるという状況（基底線を下回
る）について資源が利用できなくなったことで
福利が低下した状況を境遇悪化と見る「弱い解
釈」と、それにくわえて、その獲得によって他
の人の境遇改善の機会が失われた場合にも境遇
悪化したと捉える「厳格な解釈」であり、ノー
ジックは「弱い解釈」の方を穏当な解釈として
妥当なものと見ていたとされる（井上[2017: 
101]）。
　実際、コーエンからは「しかし、もう一つの、
受け入れがたいものは専有がなかった場合に何
が起こるかではなく、世界が共有のままであっ
たという特別な仮説の下で何が起こったかを考
えることで、但し書きを弱めることである」と
批判され、オーツカからも（コーエンの主張を
受けて）「誰も不利な立場に置かれないように
するための手段として、ノージックのロック的
但し書きは弱すぎる。なぜなら、自然状態にお
ける一個人が、他のすべての人を雇用して賃金
を支払うことによって補償すれば、彼らが非私
有地での狩猟・採集の貧弱な手作業の生活を続
けた場合よりも悪い状況に陥らないように、そ
こにあるすべての土地について豊かな取得を行
うことができるのである」と批判されているよ
うに、ノージックの基底線に対する解釈は弱い
解釈であると見做されてきている（Cohen 
[1995: 83], Otsuka [2003: 23]）。また、動物への
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ロック的但し書き適用を考察するジョシュ・ミ
ルバーンも、ノージックの基底線をかなり弱い
解釈として見込んでおり、「私は、ノージック
がこのような生死を分ける状況を用いるのは、
まさにこのような状況が、専有のない仮想的な
世界において、個人がより悪い状況に置かれる
唯一の状況だからである、と指摘する」と述べ
ている（Milburn [2016: 282]）。コーエンやオー
ツカらの批判や、ミルバーンによる指摘に見ら
れるのは、まさに後年ノージック自身がかつて
の議論について反省した理由とも言える、人道
的配慮を軽視しすぎるというノージックのロッ
ク的但し書き解釈における難点のように思われ
る。
　確かにノージックは、破局的状況においての
みロック的但し書きが侵されると考えているも
のの、同時に特許権のような知的財産や発明品
に関してもロック的但し書きが適用しうると考
え、専有期限を設けることを提案している

（Nozick [1974: 180-182=1994: 303-305]）。 そ の
ため、生死を分ける状況に限ってロック的但し
書きが用いられるというノージック自身の予想
については疑わしい。
　このことは、直接的ではないがヴンディッシ
ュによっても指摘されており、ノージックは特
許権の期限を設けることに賛成しているため、
社会の進歩や構成員の一般的な向上に適応して
いくものとして基底線を考えているのではない
かとされている（Wündisch [2013: 208]）。ノー
ジックは基底線問題の検討を実質的に放棄して
いるので、彼の実際の考えは不明ではあるもの
の、ASUにおけるロック的但し書きの基底線
は時間や状況に応じて変化するものとして考え
たほうが良いように思われる。
　先に示したコーエンや左派リバタリアニズム
のノージックの議論における基底線認識は、ノ
ージック自身のロック的但し書きの解釈におけ
る混乱によって生じた可能性がある。では基底

線が可変的なものとして、それはどのような基
準によるのか。この点を検討するにあたって注
目したいのは、ノージックのロック的但し書き
の適用例や、適用する事例を提示するための思
考実験である。次節ではそれらを取り上げて検
討し、右派リバタリアニズムにおいてロック的
但し書きをどのように解釈すべきなのかを提示
することになる。しかし、次節に進む前に、こ
れまで見過ごされてきた左派リバタリアニズム
全般の難点について指摘しておく。

Ⅲ.3．左派リバタリアニズムと専有
　左派リバタリアニズムは、右派リバタリアニ
ズムと同じく自己所有権に基づいた理論であり
つつも、平等主義的但し書き、すなわち天然資
源の平等な所有を考慮することによって再分配
的な性格を強めた議論である。それ故、本稿で
提示する議論において克服しうる左派リバタリ
アニズムの難点を指摘することは有益だろう。
彼らの議論において特徴的なのは、天然資源の
平等主義的な取り扱いであることは確かだと思
われる⒀。もちろん、左派リバタリアニズムに
おいてもいくつかの立場に分かれているものの、
以下のように天然資源の扱いに着目しているこ
とは示されている。

左派リバタリアニズムには様々な形態があり、
他の最優先規範主義〈fi rst order normative 
doctrines〉（功利主義や契約主義など）にも
様々な形態がある。しかし、すべての形態が、
完全な自己所有と、天然資源のある種の平等
主義的所有にコミットしている。（Vallentyne, 
Steiner, and Otsuka　[2005: 203]　〈〉内は原
文表記を筆者が補足）

　しかし左派リバタリアニズムは天然資源を含
む無主物や、専有という行為についての検討が
不足しているように思われる。つまり、無主物
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の専有に対する努力の存在や効力についての検
討があまり見受けられないのである⒁。ただ、
この点はノージックも言及はするものの、曖昧
なままにしている箇所であることも指摘してお
く⒂。
　無主物の専有において、専有に至る充分な努
力の内容を定めること、すなわち何をもって専
有の正当な手続きとするかを定めることはあま
りに複雑過ぎる。このことはノージック自身の
中心的主張である権原理論を構成する獲得の正
義を提示する前提として、それらの複雑さから
検討しないことを明言されている（Nozick 
[1974: 150=1994: 255]）。しかし、正当な専有に
対する努力の内容を定めることは難しくても、
無主物を専有するという行為、専有するための
努力がどのような効力を発揮しているのかにつ
いては検討の余地がある。
　ロック的但し書きは、無主物の専有について
その専有が他者の立場を悪化させることを理由
に不当なものと見做すものだが、これは、本来
無主物として扱わなければならないものを専有
してしまっていることが理由にあると思われる。
つまり、他者の立場を悪化させた状態というの
は、ある無主物を専有するための努力の内容は
正当であっても、その努力が専有を正当なもの
とするには不十分なところがあり、そこに本来
無主物として扱わなければならない点があると
いうことだ。匡正が求められるのは、その点に
かかわっている。ゆえに、この無主物を専有物
へと変化させる、専有するための努力がどのよ
うな効力を発揮するのかについて検討は加える
べきであったように思われる。
　特に左派リバタリアニズムの議論は、その効
力の部分に関連する、専有という行為の意味と、
無主物とはどのような特性を持つのかについて
難点を抱えている。すなわち、それは、左派リ
バタリアニズムは天然資源に対して、専有する
ための努力無しに各人に所有する権利があると

してしまっている点である。それは、オーツカ
の平等主義的但し書きにおいても見られ、彼は
専有を他の人が等しく手に入れられるよう残し
て行うよう求めているものの、実際は各人が専
有のための努力を行うまでもなく、取り分を持
っていることにも表れている（Otsuka [2003: 
24]）。それはあたかも、ノージックがロールズ
を批判するべく例示した天からのマンナのモデ
ルのように、天然資源というマンナが平等主義
的但し書きに同意することで各人に平等に降っ
てくるようでもある（Nozick [1974: 198=1994: 
331]）。すなわち、そのマンナ（の全体であれ
一部であれ）がどのようにして生じたのかにつ
いての検討が不足しているのだ。天然資源を発
見した者や、資源開発を行った者の専有に対す
る努力への考慮がなく、これは直観に反するよ
うに思われる。以上をふまえると、天然資源を
平等主義的ななんらかの形で所有することへの
根本的疑問が生じる。
　また、この専有するための努力への検討不足
が最も目立つのは、死者の財産の取り扱いであ
り、左派リバタリアニズムは以下のように遺贈
を認めていない。

例えば、左派リバタリアン的な解釈では、ロ
ックの「十分かつ同程度の」但し書きは、各
世代が死亡した際に、少なくとも自分が取得
した資源と同程度の価値の資源を無主物状態
に戻し、次の世代が少なくとも自分と同程度
の価値のある非所有資源を取得する機会を得
ら れ る よ う に す る こ と 求 め て い る。

（Vallentyne, Steiner, and Otsuka [2005: 214]）

　オーツカの「個人は世界資源の一生分の賃借
権しか持っていないのだから、自分が向上させ
た世界資源は一生分の賃借権に過ぎないのであ
る」という記述が示すように、左派リバタリア
ニズムにおいて専有は専有者が死ぬと終わるも
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のと考えている（Otsuka [2003: 38]）。けれど
も、死によって苦労して専有した専有物の正当
性がなくなるというのは、われわれにとって受
け入れがたいように思われる。なぜならば、例
えばある個人が自身の死後のため、墓地となる
土地を専有していた場合、その土地も死ととも
に再分配されるべきものになるからだ。
　このように、左派リバタリアニズムにおいて
専有に伴う努力がどのような効力を発揮するの
かについての関心の少なさが、その議論の難点
となっていることは明らかである。では、右派
リバタリアニズムにおいて専有という行為はど
のように扱われるのだろうか。次節ではそれを
含めて再分配原理の発展可能性の検討を進めて
いく。

Ⅳ． 到達可能性アプローチと無主物の特
性

Ⅳ.1．到達可能性アプローチ
　本節では、ノージックのようなロック的但し
書 き に つ い て の 解 釈 を、 到 達 可 能 性

（reachability）アプローチとして提示すること
が目的となる。そして、この到達可能性と深く
関連するのが無主物の特性（character of bona 
vacantia）と呼ぶべき概念であるとして指摘す
る。先に到達可能性アプローチと無主物の特性
について簡単に説明を行うと、到達可能性アプ
ローチとは専有物を、専有者以外が手に入れら
れた可能性（到達可能性）が高まるほど、その
専有はロック的但し書きに抵触して不当とみな
されるというものだ。そして、無主物の特性と
は、誰もがそれを手に入れるため努力しようと
試みることができる状態を指し、あらゆる専有
物に潜在しているものである。
　この点に迫るためには、ノージック自身のロ
ック的但し書きについての解釈ではなく、ノー
ジック自身はどのような状況において適用され
ると考えていたのかを分析するべきだろう。な

ぜなら、先に述べた特許権の例のようにノージ
ック自身ロック的但し書きの解釈と適用例には
乖離が生じているためだ。ノージックはこの乖
離について意識していなかったため、再分配的
原理の拡張性を認識すること無く、ASU以降、
自身の提示したリバタリアニズムについて修正
の必要性を認めたのだと思われる。
　以下にロック的但し書きが適用されると彼が
考える状況の一例を挙げる。

一旦、誰かの所有がロック的但し書きに反す
ることがわかると、その人が（もはや無条件
に「自分の財産」と呼ぶことは難しいが）何
をするにしても、厳しい制限が設けられる。
したがって、ある人が砂漠にある唯一の井戸
を専有して、好きなように料金を請求するこ
とはできない。また、自分が井戸を所有して
いるにもかかわらず、不幸にもその井戸を除
いて砂漠のすべての井戸が干上がってしまっ
た場合にも、自分の好きなように水代を請求
することはできない。この不幸な状況は、明
らかに彼の過失ではないが、ロックの但し書
きを作動させ、彼の財産権を制限する。同様
に、ある地域にある唯一の島の所有者は、難
破船からの漂流者を不法侵入者として自分の
島から追い出すことを命令することはできな
いが、これはロックの但し書きに違反するた
めである。（Nozick [1974: 180=1994: 302]）

　これらの状況は複雑な要素によって構成され
ている。それは運の要素であったり、諸個人の
努力の要素であったり、ロック的但し書きの対
象となる領域であったりする⒃。恐らく、より
詳細に検討していけば様々な要素が現れるだろ
うが、これらの状況において重要なのは、ロッ
ク的但し書きによって再分配される対象となる
諸個人の生じる過程である。再分配される対象
となる諸個人らは、何者かによる専有の「後
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の」存在なのだ。すなわちノージックにとって
ロック的但し書きは、専有者の次にその資源を
求める可能性がある人々への配慮のために導入
されていると言っても良い。
　ノージック自身はその「後の」人々への配慮
について、基本的に私有財産制によって解決さ
れるとして、ロックの但し書きの背後にある

「充分な量と同等の質の物が残されているべ
し」という趣旨を充足できたとした（Nozick 
[1974: 177=1994: 297]）⒄。
　しかし、ノージックによって提示された他の
ロック的但し書きの適用例や思考実験を見ると、
私有財産制度だけでなく別のものを「後の」
人々への配慮として彼自身考えていたようにも
思われる。特に未発見であった新しい有効な資
源の専有や、特許権への時効設定に対する、以
下に示すノージックによる少々長い記述は、両
方の事例におけるロック的但し書き適用の基底
線設定において何を重視していたのかを知る上
で、重要な手がかりになる。

公の供給を全部奪う者と入手の容易な物資か
ら〔その社会の〕全供給を生産する者との中
間は、他の人々から奪うという形をとらない
である物の全供給を専有するに至る者である。
たとえば、ある者が、人の行かない場所で新
しい物資を見つける。彼はそれがある病気に
効くことを発見して、それの全供給を専有す
る。彼は他の人々の情況を悪化させてはいな
い。もし彼がその物資を偶然見つけなければ、
誰もそれを見つけなかっただろうし、他の
人々はその物資をもたないままの状態であっ
たはずである。しかし時の経過につれて、他
の者がそれを偶然発見したであろう可能性は
高まる。この事実を基礎として、この物資に
対する彼の所有権は、他の人々が基底線の立
場以下にはならないように制限されるべきか
も知れない。たとえば、その物資の遺贈が制

限されるべきかもしれない）別の人が所有し
ていたはずの物を奪うことによってその人の
立場を悪化させる人というテーマは、特許権
の事例に対しても啓発的であるかも知れない。
発明者の特許権は、彼がいなければ存在しな
かった対象物を他の人々から奪っているわけ
ではない。しかし、特許権は、独立にこの物
を発明する人々に対してはこの効果をもった
であろう。それ故、これら独立の発明者達
―独立の発明であることの挙証責任は彼ら
の側にあるかも知れない―は、（他人にそ
れを売ることも含めて）思いのままに自分の
発明を利用することを禁止されるべきではな
い。それだけではなく、既知の発明の発明者
は、独立の発明が実際に行われる機会を、大
幅に減少される。ある発明のことを知ってい
る人達は、それをもう一度発明しようとは普
通しないだろうし、ここでの独立発明の概念
は、あまり輝かしいものではないからである。
それでも我々は、もとの発明がなければ、い
つか後で誰か別の者がそれをもって現れたか
も知れないと仮定してもよいだろう。このこ
とは、発明を知らずに独立の発明を行うため
に要したであろう時間を推定する大雑把な経
験則として、特許権にタイム・リミットを加
えるべきことを示唆している。（Nozick 
[1974: 181-182=1994: 304-305]）

　この記述において、ノージックによって提示
されているのは、明らかに破滅的な状況におけ
るロック的但し書きの適用事例ではない。この
事例は、破滅的ではない天然資源の専有と人為
的な生産物に対しての専有についてのものであ
る。
　そして重要なのは、天然資源と特許権、両方
の事例において、基底線の設定条件として何者
かによる専有の「後の」誰かがそれを専有する
ことになっていた可能性を重視している点であ
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る。すなわち、その専有が、ロック的但し書き
に基づいて他者の立場を悪化させる不当な状態
としてみなすことになる基底線に抵触する条件
を、現在専有している者以外（「後の」専有可
能性がある人々）がそれを専有しうる可能性、

「到達可能性」の高まった場合であるとしてい
るのだ。この到達可能性というのは、ノージッ
クの事例から見ても専有物において「無主物の
特性」とも呼べるものが高まり、専有物が無主
物であるべき物へと近づくことによって高まる
ものと言える⒅。つまり、正当に専有された専
有物であっても、無主物の特性が高まることに
よって、本来無主物であるべきものを不当に専
有していることになるということである。
　まず無主物とは誰もが手に入れようと試みる
ことができる状態を有している物であり、無主
物の特性はその状態を指す。この無主物の特性
を考慮すると、専有は無主物に対してなんらか
の適切な量の努力（基本的には労働の投入）に
基づいて保障されるものであるため、その努力
の作用は無主物の特性、誰もがそれを手に入れ
ようと試みることができる性質を抑えるための
ものであると考えられる。故に、専有は無主物
の特性を抑えられている限り正当なものとみな
され、抑えられなくなった場合には不当なもの
として見做されるべきなのである。つまり本質
的に誰もが手に入れようと試みることができる
無主物に（全体であれ部分的であれ）なってい
るにもかかわらず、それを専有していることが、
ロック的但し書きに抵触するとみるべきなのだ。
また、ここで適切な努力がもたらす効力にみら
れる特定の作用が、無主物の特性を「抑える」
としているのは、その作用によって無主物が専
有物に切り替わるように変化するというよりも、
ノージックも「後の」誰かによる専有可能性が
高まることによってその専有が不当となる場合
があるとしているように、作用が弱くなると無
主物の特性が高まっていき無主物となっていく

と捉える方が自然であるからだ。
　この無主物の特性を抑えきれないほどの状態
の物、すなわち到達可能性が生じている物を専
有することが、基底線に触れた状態と言える。
このように無主物の特性と、到達可能性に着目
してロック的但し書きを解釈することを、「到
達可能性アプローチ」と呼びたい。
　では、無主物の特性が高くなる（到達可能性
が高くなる傾向にある）のは、どのような要素
によるものだろうか。おそらく、それは大きく
分ければ三つになると思われる。第一に、先に
示したノージックの事例にあるように「時間」
である。ある無主物を専有物としても、時間が
経つほどに最初の専有者以外の誰かによって専
有されていた可能性は高まることになる。二つ
目に挙げられるのは、「必需性」であり、誰も
が求める物であるから専有される可能性は高く
なると考えられるし、砂漠で唯一の井戸の専有
を不当と見る事例や、専有されている島に流れ
てきた漂流者を受け入れないことを不当とみる
事例にも必需性の考慮は見受けられる（Nozick 
[1974: 180]）。三つ目は「希少性」であり、希
少な物ほど無主物の特性が高くなりやすいこと
を示している。これは必需性とは違って、あく
まで数的な性質を示すものである。たとえ多く
の諸個人に必要とされていないものであっても、
数的に少数ない場合は無主物の特性が高まるこ
ととなる。
　時間、必需性、希少性これら三つの要素によ
って、無主物の特性が高くなりやすいかどうか
設定される。ただし、これらの要素は単独で考
慮することはできず、なおかつ実際の文脈によ
って大きく変わることは強調しておく。たとえ
ば、ある無主物を専有した時点で、それが世界
に一つしかないものの極めて必需性に乏しい場
合は、到達可能性は発生したとしても非常に低
いものになるだろう。
　次節では、このアプローチに基づく右派リバ
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タリアニズムの再分配的原理がどのようものに
なるのかを提示する。

Ⅳ.2．右派リバタリアニズムの再分配的原理
　本節の目的は、右派リバタリアニズムにおけ
る到達可能性アプローチによる再分配的原理が
どのようなものになるのかを提示するものとな
る。
　最初に、到達可能性を考慮せねばならなくな
る、つまり無主物の特性を持つ物は、天然資源
にだけに止まらない点も指摘しておく。既に述
べているように、ノージックは特許という人為
的に生産された専有物についてもロック的但し
書きの適用を考えており、右派リバタリアニズ
ムのロック的但し書きは、左派リバタリアニズ
ムのような天然資源に対する適用だけに止まら
ない可能性がある。また、この広範にわたる専
有物に対する右派リバタリアニズムにおけるロ
ック的但し書き適用の可能性は、既に無主物状
態にある物がない状況においても、問題なく用
いることができるために非常に柔軟性の高い実
践的な再分配的原理となっているように思われ
る。なぜなら専有物から無主物の特性が消失す
ることはなく、天然資源から作り出した人工物
においてもそれは同じだからだ。
　同時に、この到達可能性が生じた場合、実際
に不当な専有としてどのような具体的な対応を
行うべきなのかについて、本稿では導出し得な
いということも認めざるをえない。ほんの少し
でも無主物の特性が専有物に表れたのならばロ
ック的但し書きの侵害とみなすということは正
当である。そして、より厳密に言えば正当な専
有というのは、その無主物（や生産物）に対し
て専有するだけの適切な努力が投じられた瞬間
に成立し、その後専有者が何らかの専有のため
の努力を行っていても、時間という避けようの
ない要因によって無主物の特性は高まっていく
ものだ（但し無主物の特性が高くなることと、

到達可能性が生じることは別である）。そして、
専有のための努力をせず（あるいは不足させ）、
到達可能性を生じさせて不当な専有となった状
態を解消するためには、その専有を止めるか、
不当な状態が高まるにつれて賠償を支払うこと
が必要になるだろう。しかし前者の対応、専有
を止める（止めさせる）ことは、完全に無主物
として扱われるべき状態を除いて、投入された
努力の作用分を考慮せねばならない。なぜなら、
完全に無主物状態でない限り、専有物には専有
者によって投じられた専有のための努力が投じ
られており、その点は正当な専有の根拠として
考慮されてしかるべきだからだ。それゆえ、基
本的には不当な専有状態に対しては、後者の賠
償による対応となるだろう。つまり、上で導出
し得ないと述べたのは、この賠償の支払い額の
基準、算出方法、そして支払いの機会（タイミ
ング）などについてである⒆。
　このように、ロック的但し書きに対する右派
リバタリアニズムの到達可能性アプローチにお
いて、基本的にあらゆる専有物は不当な専有状
態へと向かう傾向があるために、専有の努力が
もたらす効力にみられる特定の作用が無主物の
特性を抑えることができなければ、ロック的但
し書きに抵触するために賠償する必要がある。
そのため、到達可能性アプローチによる再分配
的原理に基づいた制度によって行われる再分配
を考慮する際の対象物は、左派リバタリアニズ
ムよりも広範に行われるだろう。なぜならば、
最初に述べたように、自然資源だけでなく、そ
こから作られた人工物についても再分配の対象
となるため、ある専有物を手に入れることがで
きる可能性を持つ諸個人全てが、賠償（の必要
性が生じた場合にそれ）を受けることになるか
らだ。つまり、貧富や障害者か健常者かといっ
た諸個人の状態を問わず、あらゆる諸個人が再
分配によって賠償を受ける可能性がある。
　しかし、適用される範囲に対して、基本的に
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再分配の程度は緩やかなものになると思われる。
なぜなら到達可能性が高い物（無主物に近い
物）ほど専有していることが不当になるという
ことは、到達可能性が高いにも関わらずそれを
専有することができていない諸個人への賠償を
必要とするものでもあるからだ。例えば一般に
必需性の極めて高い、衣類や食事、住居といっ
た生存に関わるものは、到達可能性が高くなり
やすく、それらを手に入れられない人々に対し
ては、所持している人々からの賠償という形で
の再分配が為されるべきとなる。到達可能性ア
プローチはそれに加えて、奢侈品のような希少
性の高いものを所持している人々からも、それ
を所持して居ない人々に対する賠償として再分
配が為されるべきとなるだろう。一方で、その
奢侈品についても必需性は考慮されるため、必
需性に欠けるものでない限りは、大きな負担を
求められるものにはならない。重要なのは、到
達可能性アプローチは時間を考慮することから、
専有し続けることに対して賠償が求められると
いう点である。これにより、より多くの物を専
有し続けるほど、継続してより多くの賠償を必
要とされるという形で再分配を行うことが要請
されるのだ。
　このように、再分配的原理への到達可能性ア
プローチは、基本的に誰もが手に入れやすいも
のを所持している者から、それを手に入れるこ
とができない者への賠償という形になり、多数
の諸個人から少数の諸個人への賠償という形に
なるだけでなく、奢侈品を持つ者から持たない
者への賠償という形をとるため直観適合的でも

ある。加えて、専有し続けることの不当性を組
み込むことで、寡占や独占といった状態を発生
しにくくするだろう。
　このように到達可能性アプローチによる右派
リバタリアニズムの再分配的原理は、左派リバ
タリアニズムよりも広い範囲を再分配の対象と
するだけでなく、貧富の差や身体的状態の差に
関係なく賠償を受け取ることになる点で、人道
的配慮をカバーする構想として提示できたよう
に思われる。

Ⅴ．結論と展望
　本稿ではこれまで論じてきたように、右派リ
バタリアニズムの再分配的原理としてロック的
但し書きに対する到達可能性アプローチを提示
した。これによって、右派リバタリアニズムの
再分配的原理の適用範囲は、左派リバタリアニ
ズムよりも広くなる可能性があり、より直観的
な再分配となりうる展望を示すことはできたと
思われる。
　このことが、人道的配慮を直接考慮した再分
配的制度と等しい効力を持つ再分配的制度であ
ることを示しているとは明確には言えないもの
の、それでも元来指摘され続けてきた右派リバ
タリアニズムの再分配的原理の対象の狭さへの
応答としては充分なものになったとは思われる。
もっとも右派リバタリアニズムは本稿で取り組
んだ再分配制度原理以外にも多数の重要な概念
から成り立っており、それらについては今後の
課題とし、本稿を終えることにする。

註

 1．本稿において、再分配という言葉に対して括弧付けている箇所は、国家による再分配と見做しうる行為

（あるいは制度）全般を指すものとする。

 2．森村進の分類によれば、ノージックの議論は自然権論的最小国家論とされる（森村[2001: 23]）。後に取り上

げる、自然権論を採用する左派リバタリアニズムについて、リバタリアニズムに分類することを森村[2005]
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は否定しているものの、本稿では強固な自己所有権とそこから導出される自由を重視した議論という点では

リバタリアニズムに分類しうるものとして扱う。

 3．ロック的但し書き以外には、賠償原理と呼ばれる再分配的原理が存在している。この賠償原理についての

検討は少ないものの、マックから賠償原理の重要な概念でもある非生産性について、「彼のリバタリアニズ

ムの完全性を維持するためには、この概念(非生産性)の使用を断念しなければならない」と批判されている

（Mack [1981: 170]）。

 4．PPEに関連してブレナンも取り上げている、非理想的非理論という概念はマイケル・ヒューマーによって

説明されており、ロールズの理想理論と非理想理論に対して、第三のアプローチとして提示されている

（Brennan [2018]）。その内容は以下に示す。

非理想的非理論では、完璧な社会を記述しようとするのではなく、実際にどのような政策や制度が採用さ

れるべきかを述べようとするのである。これらの政策や制度がユートピアをもたらすと主張する必要はな

く、利用可能な代替案よりも優れていると主張するだけだ（これが「非理想」の部分である）。そして、

正義の原理やその他の社会的価値に関する一般的で抽象的な説明に訴えるのではなく、特定のケースに関

する直観に訴えるのである（これが「非理論」部分である）。（Huemer [2016: 231]）

 5．ノージックはASU以降、最終的にリバタリアニズムの立場を破棄したとも言われる。しかし、実際にはジ

ュリアン・サンチェスによるインタビューにおいて「私が『The Examined Life』で本当に言いたかったの

は、私はもう以前のようなハードコアなリバタリアンではない、ということだ。しかし、私がリバタリアニ

ズムから逸脱した（あるいは背教した！）という噂は、かなり誇張されていたのです」と言明している

（Sanchez [2001]）。但しASU以降、具体的にノージック自身によるリバタリアニズムに関する体系的に検討

した議論は見受けられず、『Invariances』において論じられているような、断片的なものばかりである点に

は注意すべきだろう（Nozick [2001: 259-267]）。

 6．この公的な政治的関心における象徴性については、右派リバタリアニズムの「再分配」への態度に起因す

る問題に含むものかは本稿で踏み込むことは難しく、今後の課題としたい。この問題は、おそらく右派リバ

タリアニズムの社会や集団についての検討不足に起因すると思われるためである。

 7．新古典的自由主義はリバタリアニズムの核となっていた自己所有権に重きを置かないためロック的但し書

きなどを採用せず、社会の構成員の利益を重視するという社会正義が重視されている（Brennan [2012: 

129]）。また、左派リバタリアニズムは自己所有権を不可侵なものとしては見ていない（Vallentyne, Steiner, 

and Otsuka [2005]）。

 8．このように再分配的原理の必要性（あるいは必然性）を認めていることは、ノージックと同様に自由市場

の有用性を強調するものの再分配的原理そのものを認めないマリー・ロスバードのような立場との大きな相

違点でもある（Rothbard [1998]）。

 9．気候正義については井上彰やキャラ・ナイン、ヴァス・ヴァン・デア・ヴォッセンといった論者からの、

排出権や気候難民に対する土地分配といった環境保護やそれに起因する課題に対する論考がある（Inoue 

[2023], Nine [2010], Van der Vossen [2021]）。また、基底線については、ロバート・エリオットやジョシュ・

ミルバーンによる論考があり、彼らの基底線解釈に本稿では直接触れないものの、基底線の設定が重要な議

論であることを認識させるものである（Eliot [1986], Milburn [2016]）。
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 10．ノージックは、ジョン・ロックの所有物を腐敗させたり破壊したりしてはならないとする条件というもう

一つの但し書きについては考慮しておらず、これについて説明はなされていない（Locke [1988: 290=2010: 

329-330]）。しかしこれは、特に本質的に無形の財産である著作などに対して、不都合を生じさせる可能性が

高いためだろう。例えば出版された著作という情報財（ここで紙の質や装丁の豪華さなど物質の価値はおい

ておく）について、これには破壊や腐敗という概念を適用させることができるのだろうか。本稿で検討する

再分配的原理ならば、本質的に無形の財産などに対してもより適切に対応できる可能性はあるものの、財産

そのものの定義について取り組むことは本稿の目的から外れるため、言及するに留めておく。

 11．マックは自己所有権但し書きについて以下のように提示している。

但し書きの根底にある考え方は以下の通りである。人の自分に対する権利には、その人の才能とエネルギ

ーに対する権利も含まれる。才能とエネルギーは少なくとも大部分が「世界相互作用力」であり、すなわ

ち、自分の目的に沿って人の外の環境に影響を与える能力である。しかし、このような世界対話的な力は、

本質的に関係的なものである。そのような力によって影響を受けることのできる個人外の環境が存在する

ことが、その存在の本質的な要素である。このような理由から、行為者の持つ正しい世界相互作用力は、

非侵襲的な手段によっても、侵襲的な手段によっても否定されうるのである。（Mack [1995: 186]）

 12．実際、左派リバタリアニズムの論客の1人であるスタイナーは「正義とは、私の見解では、そして他の多く

の現在の学説の見解では、人が、その貧困のうち自己に起因しないすべての要素または割合について補償さ

れること、そしてその要素または割合のみ補償されることを要求するものである」と述べている（Steiner 

[2011: 329]）。

 13．ヴァレンタイン、スタイナー、オーツカらは、バーバラ・フリードからの批判に応答する中で以下のよう

に左派リバタリアニズムの主張を提示している。

左派リバタリアニズムの第二の中核的主張は、天然資源は何らかの平等主義的な方法ですべての人に所有

される、というものである。天然資源とは、道徳的な地位を持たず（例えば、感覚を持たない）、神でな

い存在によって変容されていないものである。したがって、土地、海、空気、鉱物など、元の状態（人間

が手を加えていない状態）のものは天然資源であり、椅子、建物、農地のために切り開かれた土地などは

天然資源ではない。（Vallentyne, Steiner, and Otsuka [2005: 202]）

 14．殆どの場合適切な専有に対する努力の内容は、対象の価値上昇や維持を意図した労働投入であると思われ

る。しかしそれだけに留まらない可能性は高いと考えたため、このような曖昧な表現を用いた。

 15．ノージックはロック的な原始取得論の検討を行うものの、なぜ専有が成立するのかについては曖昧なまま

にしている（Nozick [1974: 174-178=1994: 292-299）。

 16．ノージックは砂漠の井戸の状況について、もし残った井戸の持ち主がそれを維持するために努力していた

場合はロック的但し書きが適用されるかどうかは変わるとしている（Nozick [1974: 180=1994: 302-303]）。

 17．フリードはかなり手厳しくノージックの財産権について批判しており、ノージックを含めて「困難な状況

に陥ると、権利論者は功利主義に走る傾向があるということである」と述べている（Fried [2011: 233]）。フ

リードはノージックによるロック的但し書きについて、他の者の同意無しにコモンズから獲得できるように
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することの動機は、コモンズから私的所有を認めることで得られる膨大な功利的利益のためだと述べている

ものの、ミルバーンも指摘しているとおりノージックの但し書きにおける関心は、私的所有によって他の者

の立場が悪くなるのかどうかであるため不適切のように思われる（Fried [2011: 233], Milburn [2016]）。

 18．ここで「無主物に近づく」としたが、後に言及するように時間が経つことによっても到達可能性が高くな

ることから、専有物は無主物に戻っていく傾向にあると言っても良いだろう。

 19．専有時に、将来の不当状態を見越して賠償を先に支払うのか、実際に不当状態に陥ってから賠償を支払う

のか、あるいはその両方を考慮するのか、といったもの。事前の賠償、事後の賠償、継続的な賠償、賠償の

規模や方法等、不当な専有に対する適切な賠償の検討に伴う諸課題は重要ではあるものの、今後の課題とし

たい。

文献

Brennan, Jason (2012) Libertarianism: What everyone needs to know. New York: Oxford University Press.

―(2018) “Libertarianism after Nozick,” Philosophy Compass, 13(2): e12485.

Cohen, Gerald A. (1995) Self-Ownership, Freedom, and Equality, Cambridge: Cambridge University Press. 

Elliot, Robert (1986) “Future Generations, Locke's Proviso and Libertarian Justice,” Journal of Applied 

Philosophy, 3(2): 217-227.

Fried, Barbara H. (2011) “Does Nozick have a theory of property rights?,” in Ralf M. Bader and John 

Meadowcroft (eds.), THE CAMBRIDGE COMPANION TO NOZICK'S ANARCHY, STATE AND 

UTOPIA, New York: Cambridge University Press, 230-252. 

Huemer, Michael (2016) "Confessions of a Utopophobe," Social Philosophy and Policy, 33(1-2): 214-234.

Inoue, Akira (2023) “A Lockean Theory of Climate Justice for Food Security,” The Journal of Ethics, 27(2): 151-

172.

井上彰 (2017) 『正義・平等・自由－平等主義的正義論の新たなる展開』岩波書店.

Locke, John (1988) Two Treatises of Government, 2nd edition, in Peter Laslett (ed.), Cambridge: Cambridge 

University Press. =(2010) 加藤節(訳)『完訳統治二論』岩波書店.

Mack, Eric (1981) “Nozick on unproductivity: the unintended consequences,” in Jeffrey Paul(ed.) Reading 

Nozick: Essays on Anarchy, State, and Utopia, New Jersey: Rowman & Littlefi eld Pub Inc: 169-190.

―(1995) “The self-ownership proviso: a new and improved Lockean proviso,” Social Philosophy and 

Policy, 12(1): 186-218.

Milburn, Josh (2016) “The demandingness of Nozick’s ’Lockean’proviso,” European Journal of Political 

Theory, 15(3): 276-292.

森村進 (2001) 『自由はどこまで可能か：リバタリアニズム入門』講談社現代新書.

森村進 (2005) 『リバタリアニズム読本』勁草書房.

Nine, Cara (2010) “Ecological refugees, states borders, and the Lockean proviso.” Journal of Applied Philosophy, 

27(4): 359-375.

Nozick, Robert (1974) Anarchy, State, and Utopia, New York: Basic Books. =(1994) 嶋津格(訳)『アナーキー・国

家・ユートピア』木鐸社.



34

受稿2023年６月22日／掲載決定2023年10月31日

―(1989) Examined life: Philosophical meditations, New York: Simon and Schuster.

―(2001) Invariances: The structure of the objective world, Cambridge: Harvard University Press.

Otsuka, Michael (2003) Libertarianism without inequality, Oxford: Oxford University Press.

Rawls, John (1971) A Theory of Justice, Cambridge: Harvard university press.

Rothbard, Murray N. (1998) The Ethics of Liberty, New York: New York University Press.

Sanchez, Julian (2001) “An Interview with Robert Nozick (July 26, 2001),” Julian Sanchez, http://www.

juliansanchez.com/an-interview-with-robert-nozick-july-26-2001/　2023年6月21日DL.

Steiner, Hillel (1994) An Essay on Rights, Oxford: Blackwell.

―(2011) “The global fund: A reply to Casal,” Journal of Moral Philosophy, 8(3): 328-334.

Vallentyne, Peter (2007) “Libertarianism and the State,” Social Philosophy and Policy, 24(1): 187-205.

Vallentyne, Peter. Steiner, Hillel. and Otsuka, Michael (2005) “Why left-libertarianism is not incoherent, 

indeterminate, or irrelevant: A reply to Fried,” Philosophy & Public Aff airs, 33(2): 201-215.

van der Vossen, Bas (2021) “Property, the environment, and the Lockean Proviso,” Economics & Philosophy, 

37(3): 395-412.

Wündisch, Joachim (2013) “Nozick's Proviso: Misunderstood and Misappropriated,” Rationality, Markets and 

Morals, 4: 205-220.



35『相関社会科学』33号（2023）

《一般論文》

Ⅰ．序論
　本論は、政治学者・高畠通敏(1933 ～ 2004年)
が、1960年の日米安保条約改定反対闘争(以後、
六〇年安保)以後の社会運動を踏まえて提唱し
た「市民政治学」という新たな政治学の概念が、
どのような政治学上の文脈で提起され、展開さ
れていったのかを検討するための足がかりとし
て、時代を遡り、1950年代に高畠が取り組んだ
米国政治理論に対する視座を再検討することを
通じて、新たな政治学像を高畠が希求した過程
を明らかにする。この検討を通じて、初期高畠
政治学1の理論的射程を解明し、さらにはこれ
まで必ずしも明確に位置付けられてこなかった
日本の戦後政治学における「高畠政治学」の位
置づけについて考察することが本論の目的であ
る。
　当今の研究において「高畠政治学」として想
定されるものは、もっぱら「市民政治学」ない
し「市民の政治学」だろう。六〇年安保以降、
1960年代後半に至るまでいわゆる三派全学連の
結成やそれに続く全共闘運動など学生運動の高
揚がみられたり、ベトナム反戦運動に広範な市
民が結集したりするなど、人々が直接的な政治
行動を志向する動きが加速していった。高畠自
身も六〇年安保で登場した反戦市民運動「声な
き声の会」や、ベトナム戦争反対を訴える社会
運動である「ベトナムに平和を！市民連合」
(以下、ベ平連)において中心的な役割を果たす
に至る。そうした過程において高畠は、安保闘
争の精神史から、運動内部の権力構造をめぐる

議論にいたるまで、社会運動に内在した課題に
取り組んでいった。これらの学術と社会運動を
架橋しようとした高畠の論考は、のちに「市民
政治学」を構成するものであった。
　こうした高畠の関心は、単に1960年代に社会
運動が高揚した状況を反映しただけにすぎない
と見る向きもあるかもしれない。むろん、「市
民政治学」の射程は、バリケードの中の学生た
ちの日常性から、三里塚の新空港建設における
立ち退きを迫られた当事者と社会運動の担い手
とを分断させていく政府の手法の分析にいたる
まで、現実の社会運動に根差したものであった。
　しかしこれまで「市民の政治学」が議論の対
象とした社会運動と政治学との関わりは、必ず
しもこれまで大きく注目されることはなかった。
しばしば歴史の教科書においてすら「黙殺」さ
れてきたという指摘がある(張[2015])。また、
1970年代以降全共闘運動が「内ゲバ」化したり

「過激」化したりするなかで、直接行動を伴う
社会変革への意識が下火となったという見方が、
昨今、マスメディア等で盛んに展開されている2。
しかし、その通則的把握とは異なり、六〇年安
保や、1968年の全世界的な大衆蜂起を契機とし
た「世界システムの革命」(ウォーラーステイ
ン)を発端とした社会運動は、一方で消失と見
えながら、その根底において、反公害、脱植民
地主義や、ウーマン・リブ、障「害」者、マイ
ノリティなどの生存などのめぐる諸課題を「発
見」し、その根本的解決に取り組むに至った。
確かに1970年代後半以降、六〇年安保に前後し

初期高畠政治学における行動主義政治理論の探究
―「市民政治学」の出自をめぐって―

田 中 駿 介
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て生まれた新左翼諸党派の影響力は低下したが、
個別課題を解決するための市民の営みはむしろ
盛んになっていったともいえる。こうした市民
運動の存在は、資本主義体制や、強権的国家支
配への対抗手段として機能した。その過程は、
いわば、市民運動が、政治学上の重要なアクタ
ーとして機能する過程でもあった。
　こうした見解に基づくと、のちに「市民政治
学」を構成することになる論考の多くは時局的
なものを扱いながら、単なる時事評論の域を超
えて、戦後日本政治学に影響力を及ぼすもので
あったのではないだろうか。たしかに、「市民
政治学」を端緒として高畠政治学を捉える先行
研究は多数散見される。しかし、「市民政治
学」を構成する論考が、その性格ゆえ学術論文
という体裁よりも、新聞や論壇誌への寄稿や集
会での発言という形態が多かったという事情も
あり、その着想がいかなる思想的系譜の上に存
在し、いかなる理論的把握が見出せるのかにつ
いては、これまで十分に検討されてこなかった。
　周知のとおり、高畠は現代政治理論や政治思
想史の研究においても多大な実績を残している。
その中心となるのは、1965年から1967年にかけ
てイェール大学の客員研究員として渡米した際
に師事したロバート・A・ダール(1915 ～ 2014
年)の政治学の受容を踏まえた政治理論と、当
時最新鋭であったコンピューターを駆使した計
量政治分析である3。加えて、高畠は著書『地
方の王国』(1986)に代表される地方自治論や、
保守勢力の権力の源泉に迫る研究や平和研究で
も知られている。また、最初期には「転向」に
関する思想研究にも取り組んでいた。
　このような表層的には必ずしも連関性を持っ
ていないように見える個別研究課題の下には、
いかなる有機的な繋がりが存在していたのか。
また、こうした政治学研究における具体的な論
理展開は、いかなる形で「市民政治学」として
結実していったのか。またそれは戦後日本政治

学にいかなる影響を及ぼしたのか。
　これらの問いに応答するべく、本論において
は、高畠通敏のバイオグラフィーについて触れ
つつ、丸山眞男をはじめとする高畠より年長の
政治学者がいかにして米国の政治学の「輸入」
を志したのかについても検討しつつ、ラスウェ
ルの行動主義を分析した高畠の助手論文におけ
る読解とその特質を検討する。さらに、70年代
後半以降、高畠よりも年少の世代のリヴァイア
サングループを中心とする政治学者が行動主義
的方法論を取り組むに至る中、高畠は行動主義
的方法論を中核に据える理論構築を避けていっ
た思想的背景の所在、あるいはそこに「市民政
治学」的方法論の萌芽が垣間見られるのかとい
った問題についても論を進めていく。

Ⅱ．高畠通敏のバイオグラフィー
　本節では、政治学者・高畠通敏のバイオグラ
フィーについて簡単に触れる。1933年、高畠は
東京府(当時)で生まれ、戦時中は長野県に疎開
した。1952年に東京大学に入学すると、学部在
学中に丸山眞男を訪ねて「政治理論と現実の政
治分析」の研究で弟子入りを志願したが、日本
政治思想史専攻以外は受け入れられないという
理由で断られ、以降、堀豊彦を指導教官とする
ことになった。京極純一(京極は当時法学部で
はなく教養学部に所属していた)の影響もおそ
らくあり、「政治理論と現実の政治分析」の分
野を選択した(都築[2009])。1961年に立教大学
法学部の教員になると、1999年の定年まで同大
学に勤めた。1965年から1967年にかけてイェー
ル大学に客員研究員として赴任し、ダールに師
事したのち、計量政治学の専門家として選挙分
析などに計量的手法を取り入れた。
　高畠は政治学者でありつつ同時に、市民運動
の現場や論壇でも多大な活躍を果たした。思想
の科学研究会で事務局長を務めたほか、1960年
安保闘争に際して小林トミと共に、声なき声の
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会を結成し、初期には事務局長を務めた。また、
ベ平連でも中心的な役割を担った。全国紙・地
方紙をはじめ、『世界』や『思想』はもちろん

『エコノミスト』『潮』『婦人の友』『地方自治職
員研修』など数多くの専門誌や一般誌に寄稿し
ていた。
　岩波書店からは全5巻からなる『高畠通敏
集』が刊行されている。その編集を務めた栗原
彬・五十嵐曉郞の両氏は、巻頭言に、高畠の業
績を端的に「政治の科学的な分析を可能にした
計量政治学、政治の現場を踏査するフィール
ド・ワーク、市民自治の理念を柱とする政治思
想、市民運動および市民活動の実践の間を架橋
するスケールの大きな先端的な学問」と評して
いる(五十嵐他[2009])。
　さて、序論で述べたように、高畠は政治学を
社会運動に内在したものとして新たに位置付け
るべく、「市民政治学」ないし「市民の政治
学」という新たな概念を提唱した。これまでの
高畠の政治思想に関する研究においては、もっ
ぱら「市民政治学」をめぐる思想と行動が中心
であり、日本戦後政治学に位置付け直す試みは、
田口富久治[2001]や、同僚・弟子筋の研究者に
よる諸研究を除いてほぼなされておらず、高畠
が関わった社会運動の実践についてのみ言及さ
れることが中心である。もっとも田口は、同書
で高畠通敏、藤田省三、松下圭一の三者による
議論を「戦後政治学の新展開」と評しつつも、
各者の論理展開を総合的に描いたものにとどま
っており、俯瞰的にその議論の位置付けを行っ
ているとは言いがたい。
　市川ひろみ[2015: 22-23]は「『市民政治学』―
―高畠通敏の平和研究――」の中で、「政治学
は支配者や指導者のために仕えるものではな」
く、統治者と被統治の分別をいかにして「究極
的に廃絶するかという展望の下に必要な知識や
技術を構想し分析を進め」ていくものこそが

「市民政治学」の本旨であったと指摘している。

また、伊藤洋典[2013: 99]は、高畠における「政
治」の意味について「ふつうの市民の日常生活
の中からいかにして権力から自立した関係を作
り出していけるか」を追究する営みであり、従
来の「政治」の定義とは異なる新たな意味を見
出した。立教大学法学部在籍中に高畠に師事し
た越智敏夫[2016: 75-88]も同様に、高畠の政治
学の方法論は「日常のなかに政治を発見する」
というものに集約されると論じて、埴谷雄高が
かつて井上光晴のことを形容した言葉であると
ともに、井上を主人公にした原一男によるドキ
ュメンタリー映画『全身小説家』(1994年)にな
ぞらえて、高畠を「全身政治学者」と形容した。
一方で、高畠が「市民政治学」という概念を形
成する以前の高畠政治学の理論的展開に遡りつ
つ、「市民政治学」の着想が一体どこにあるの
かについて検討されることは、これまでの先行
研究ではほとんど取り組まれてこなかった。本
論においては、「市民政治学」の出自を明らか
にすることを主題とするため、先行研究が希薄
な初期高畠の思想を探究していく。

Ⅲ．出発点としての丸山政治学
　本節では、高畠の初期の政治思想を本格的に
分析するのに先立って、その思想形成に影響を
与えた丸山眞男、マルクスの思想について、高
畠がいかに受容したのかについて検討する。

「高畠政治学」の出発点は、のちに取り組むこ
とになる計量分析というより、むしろ、「丸山
政治学」との格闘や、西洋社会思想の受容をめ
ぐる議論に見出せる。

Ⅲ.1．「丸山政治学」とアメリカ政治学の距離
　1947年に「「科学としての政治学」」を発表し
た丸山は、近代における政治的なるものの精神
史の研究にかわって、現実政治と相対する「現
実科学」を研究の中心に据えることの意義を宣
言した。さらに、丸山[1952]は、「科学としての
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政治学」「科学としての政治学」において抽象
化されていた「現実科学」を具現化させ、戦後
政治学の新たなパラダイムの地平を切り拓いて
いく。もともと同書は、郵政省が企画した「教
養の書」シリーズの第19刷として刊行されたも
ので、郵政省での職員研修の講義録であった。
これを単行本として構成し刊行したものの、の
ちに丸山はこれを絶版にさせた。いわば「幻の
書物」であった。
　学生時代の高畠は、この『政治の世界』に魅
せられた。高畠は晩年、『丸山眞男集』の月報
に「先輩から、すでに絶版になっているこの

『政治の世界』という小冊子があることを聞き、
手をまわしてようやくの思いで入手し、懸命に
ノートをとりながら読んだ」と述懐している。
本論の主題であるように、「転向」論と、米国
政治理論に取り組んでいた高畠にとって、この

『政治の世界』は、極めて注目に値する論文だ
ったのである。
　同論文の前半において、丸山は、ラスウェル
らの米国政治理論の研究と、マルクスの「自己
増殖をなす運動体」としての資本の規定を踏ま
えて、「政治状況の循環モデル」を提示した。
具体的には次の通りである。まず、丸山は政治
の世界を「権力を媒介とする紛争解決過程」と
して定義する。その上で、紛争を「権力、財貨、
尊敬、名誉といった社会的価値の獲得維持増大
をめぐ」って起こるものと定義している。高畠
が指摘するように、紛争をめぐる定義は、ラス
ウェルに倣ったものである。その上で、紛争を
解決するためには「解決過程」の導入が、さら
に「解決過程」の導入には、「権力」の介入が
必要になるという関係性を示した。その上で、

「説得」や「討議」ではなく、権力を前提とし
た紛争解決がおこなわれるほど、状況は「政治
的」になると議論を展開させたのである(表1)。

　この図式は、明らかにMarx [1862]における、
資本の一般定式を念頭に置いているであろう。
すなわち、本来、商品流通は、商品-資本-商品
(W－G－W)という形態をとっていた。つまり、
資本は、等価の商品を交換するための媒介とし
て存在するものであった。しかし、資本主義経
済のもとでの商品や貨幣の流通においては、資
本-商品-資本(G－W－G)という形態をとる。こ
の運動が意味を持つためには、資本の増殖が必
要となる。W－G－WからG－W－Gへの移行
とは、使用価値を目的とした流通形態から、交
換価値を自己目的とした流通形態への転換を意
味する。こうして、資本は、資本家の獲得する
剰余価値(＝労働者の被る搾取)を獲得し、増殖
する性質を持つのである。すなわち、資本主義
においては、資本は単に商品-資本を媒介する
存在としてではなく、「自己増殖をなす運動
体」として機能するのである。その結果、資本
それ自体が目的化し(資本の自己目的化)、また
物神化(フェティシズム)してしまう。
　このマルクスのモデルにおける「商品」を

「紛争」に、「資本」を「権力」にそれぞれ置き
換えれば、丸山の「政治状況の循環モデル」が
導ける。改めて、「政治状況の循環モデル」の
内容を見てみよう。本来、政治状況とは暴力を
前提としてする営為ではなく、むしろ、それを
回避するための手段である。すなわち、紛争-
解決すなわちC-Sと表すことができる。
しかし、政治の世界を「権力を媒介とする紛争
解決過程」を定義する本モデルにおいては、容
易にその手段は、それ自体が目的へと転化して

〈表１〉「政治的状況の循環形式」

C－S 

C－P－S (C－P－Sという過程はますます権力自

体を目標として進行)

P－C－S－P’ (P<P’) C：紛争 S：解決 P：権力

「政治の世界」『丸山眞男集 5』140頁より作成
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しまうのである。このモデルにおいては、ラス
ウェルに倣って「政治的解決」は、相手に対す
る何らかの制裁力を背景として、戦争など実力
行使の威嚇によってなされる解決と定義される。
また、国家では紛争を最終的に解決する力を

「主権」と呼ぶ。政治権力Pが、紛争解決の媒
介になる構図は紛争-権力-解決、すなわちC-P-S
となる。このように、権力それ自体が、権力を
増強するために権力を求める運動がはじまる。
権力自体の獲得、維持そして増大のために紛争
が起き、その紛争を媒介として権力がより肥大
化してゆく図式は、P-C-S-P'(P＜P')となる。そ
の過程において、権力をめぐる問題は、何らか
の目的を遂行するために権力を保持するといっ
た「使用価値」的な問題から、勢力均衡をめぐ
って他者／他国より比較して優位に立つのかと
いう「交換価値」をめぐる問題へと転化してい
く。まさに、丸山の「政治状況の循環モデル」
における権力論は、「自己増殖をなす運動体」
としての資本という『資本論』におけるモデル
を応用したものであり、権力も資本と同様に、
それ自体を目的とした増殖運動を不断に行う

「物神」として存在していることが、丸山のモ
デルからは説明できるのである。
　もっとも、『政治の世界』における丸山の問
題意識は、現代政治においていかなる形で権力
が集中し、独裁や全体主義が成立していくのか
の過程を説明する上で、「もはや権力集中や独
裁・全体主義の成立は必然のことであるから、
いかにして権力の増強を阻止するのかを考える
必要がある」というものであった。『政治の世
界』の後半においては、「民間の自主的な組織」、
すなわち中間団体による政治的討議の場が広が
ることが重要であると結ばれており、これはの
ちの「丸山政治学」における位相と基本的な立
場は同一である。しかし、政治権力というテー
マを重要な課題として掲げながらももっぱら政
治思想史、精神史を中心に理論構築をする丸山

にとって、権力論を中心にその政治力学をモデ
ル化する方法論は、のちの『政治権力の諸問
題』(丸山 [1957→1995: 337-360])以降、ほとん
ど断念されたという状況であった。

Ⅲ.2． 丸山眞男と高畠通敏――『政治の世界』を
めぐって

　『政治の世界』を読んだ若き日の高畠は、後
半の結論部分というより、むしろ、この「政治
的状況の循環形式」に惹きつけられたと、後年
に述懐している。具体的には、以下の通りであ
る。

先生(引用者注・丸山)が「科学としての政治
学」の訴えのなかでいわれていたことは、こ
ういう意味での科学的な政治学理論の確立と
いうことだったのかと、学生の私は目を見開
かされる思いだった。あたかもマルクスが社
会科学の樹立を志して、まず原理論としての
商品の運動法則を打ち立て、そこから資本主
義経済というシステム、そしてその歴史的発
展について議論を展開していったように、先
生が権力の運動法則という原理論から現代社
会における権力の集中と独裁の成立という歴
史へと論を進めてゆこうとされていると感じ
たからである。(高畠[1995: 2])

　先に述べた通り、この『政治の世界』は、そ
の後、丸山が絶版にさせる。また、1956年に上
巻が、1957年に下巻がそれぞれ刊行される論文
集『現代政治の思想と行動』にも収録されるこ
ともなかった。高畠もこの事実を指摘した上で、

「この『政治の世界』で展開されている政治の
力学についての原理論的な議論を、その後、発
展されることはなかった」と言及している。そ
の上で、「私のそれからの仕事は、その理由を
私なりに考えるなかで、紡がれてきたといって
もよい」と述べている(高畠[1995: 2])。
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　また、高畠は、後年、『政治の世界』の方法
論を「放棄」した丸山に対して、以下のような
疑問を投げかけている。

なぜ、丸山はたとえば『政治の世界』(1950
年)という小冊子で試みた純枠に〈科学的〉
な政治学の試みを放棄したのか。丸山が、戦
後、全面講和から六〇年安保の〈運動〉にコ
ミットしたということと彼の方法とはどのよ
うに内面的に関連しているのか。彼が、戦時
下の研究室で、〈近代的〉政治精神の歴史的
展開を〈弁証〉していた時の方法に訣別を宣
し、デモクラシーの論理に取り組みはじめた
ことと戦後の丸山政治学の形成とはどう関係
し て い る の だ ろ う か。(高 畠[1976→1997: 
172])

　もちろん、丸山の「科学としての政治学」は、
Mannheim[1929]における『政治学は科学とし
て成りたちうるか』の影響を受けていると考え
られる。マンハイムの見解によると、社会科学
は自然科学のように歴史的・社会的視野から分
離することができない以上、視座を相対化でき
る知識人の存在によって「真の知識」に近づく
ことができるという。高畠の想定する、アメリ
カ政治学、つまりpolitical scienceの方法論を取
り入れたという〈科学的〉なものと、丸山の想
定したそれは、異なっているという指摘も可能
であろう。
　しかし、重要な問題はそこではない。むしろ、
次節で詳述するように、高畠の助手論文のラウ
スェル論は、丸山の「『政治の世界』で展開さ
れている政治の力学についての原理論的な議
論」の発展、言い換えればその後の「丸山政治
学」で空白とされた領域に関しての理論展開で
あった。高畠が追究した〈科学的〉な政治学は、
丸山政治学と無関係なものではなく、むしろ丸
山が展開を志した〈科学的〉な政治学の延長線

上に存在するものだった。後述するようにラス
ウェルが自らを「アメリカ版マルクス」自負し
ていたことを、高畠が把握していたことからも
このことは明らかである。このように、若き日
の高畠は、マルクスの資本論における一般定式
や、それを踏まえ応用した丸山理論に強く影響
を受けていた。

Ⅳ． 初期高畠と米国政治理論――ラスウ
ェル論と行動主義批判

　本節では高畠が助手論文で主に展開すること
になる、行動主義に対する理解とその批判をも
とに、高畠の議論の特色を検討していく。
　行動主義とは、アメリカを中心として盛んに
検討された学問的方法論である。初めは心理学
において提唱されたが、本論で論じているよう
に、1950年代以降はとくに政治学を含む社会科
学全般に強い影響を及ぼした。政治学において
は、イデオロギーや歴史学などや、制度、規範
論といった手法ではなく、人びとの行動そのも
のを研究対象として体系的な分析を行い、その
法則性を求めるべく展開された。
　高畠が助手論文で行動主義を取り上げた背景
として、一方では、行動主義は、1950年代から
60年代にかけて、米国で積極的に展開されてい
た手法であり、当時最新の米国政治学を「輸
入」し、応用してほしいという日本における政
治学の学術的要請を反映したという側面もある
だろう。しかし、先の節で述べたように、高畠
自身が有していた、丸山が「科学としての政治
学」で志しながらのちに放棄された方法論を、
引き継ぎ新たに展開していこうという気概も垣
間見られるものである。

Ⅳ.1．高畠におけるラスウェル解釈
　助手論文の冒頭では、まずラスウェルにおけ
る、「行動主義的アプローチ」において設定さ
れた「概念枠組み conceptual framework」が



41

示されている。たとえば、「政治学　political 
science」とは、「学問的手続きを経た観察の上
に立つ、権力の確定的諸条件の理論的分析」を
指し、「決定」とは「重大な制裁 sanctionを伴
う政策」を意味する、といった具合である。ま
た、「制裁」とは、「価値剥奪 deprivationを伴
う政策」を意味し、また、「政策 policy」とは

「目標価値と意味行動の投射された計画」であ
り、これは「他の人間との関連における行動方
針」と、「勢力 infl uenceの行使」とは、「他者
の政策に影響をあたえること」とそれぞれ定義
されている。
　高畠は、興味深いことに論文冒頭で、行動主
義的アプローチを、知識社会学的アプローチと
対比させることで、その特徴について以下のよ
うに論じている。

「行動主義的アプローチ」において設定され
た 中 心 的 な「 概 念 枠 組 み 」(conceptual 
framework)(…中略…)の諸概念の学問的系譜
をたずね、あるいはそれらが置かれている知
識社会学的状況を解明するという問題は、も
とより存在する。しかし、「行動主義的アプ
ローチ」において、これらの概念が「経験科
学」への期待においてまず提起されたもので
ある以上、検討もまた第一義的にこの期待の
次元でなされるべきだろう。(…中略…)そし
て「概念枠組み」あるいは「理論」設定の操
作性が、すでに広く認められている今日、こ
れらの検討は直線的な「検証」の次元の問題
よりも、むしろ、それぞれの概念がどのよう
な「有効性」への期待と「射程」の限界をも
ち、ひいてはそのような概念設定作業が、設
定者の内部のどのような「政治の世界」像の
下にあるかを明らかにするものとして、はじ
めて意味をもつ。私がここで分析しようとす
るのは、以上のようなものとしてのアメリカ
近代政治学の諸概念の内的相互緊張であり、

内的な統一なのである。立論が多くH・D・
ラスウェルの業績を糸口として展開されるの
は、彼が「行動主義的アプローチ」のあらゆ
る分野を、政治学者として追求しつづけてき
た唯一の理論家であるという当然の事情によ
るものにすぎない。(高畠[1963→2009: 213-
214])

　ここで、高畠が、特に知識社会学的アプロー
チとのちがいを強調している背景には、明らか
に「科学としての政治学」においてマンハイム
の知識社会学アプローチを用いて知識人の役割
を説いた、丸山理論を踏まえているだろう。わ
ざわざ丸山の論文名を意識して「政治の世界」
像と記していることからも、このことが推察さ
れる。
　高畠論文の冒頭では、このように、ラスウェ
ルにおける諸語句の定義が紹介されたのちに、
しかし、その定義がいわば「循環論法」的であ
る点を厳しく指摘している。たとえば、勢力概
念は「ラスウェルにおいて政治の行動主義的研
究の焦点として引き出されている」ものであり
ながら、「権力」と「勢力」とを隔てるものは
一体何なのかということ自体が曖昧であると高
畠は指摘する。ラスウェルは、それを「重大な
る価値剥奪」の可能性の有無によって説明する
が、高畠によれば、「勢力を有するということ
は高い価値地位を占めるということに他ならな
い」(高畠[1963→2009: 219])。つまり、一種の
同語反復(トートロジー )を孕んでいることを、
高畠は見抜いていたのである。とはいえ、あく
までもラスウェルの理論に内在して議論を進め
ていくことが、本論の目的であり、この問題に
ついてはのちに言及されることになるが、一旦
ラスウェルの理論に則って、議論は展開されて
いく。
　さて、「勢力」を規定する「価値の概念」と
は、一体、何であるのか。「勢力」とは端的に、
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「価値地位 value-position」つまり、集団内での
「価値」の配分の型式(value-pattern)の中で主体
が 占 め る 位 置 と、「 価 値 可 能 性 」(value-
potential)、すなわち、将来の「価値地位」に
ついての見込みの綜合であるとラスウェルは定
義する(高畠[1963→2009: 218])。また、具体的
な「価値」の定義について、福祉価値、尊敬価
値の2大区分のもと、健康、開明、権力、尊敬、
徳義、愛情の8つの価値が示されている。これ
らの価値について、それぞれラスウェルは以下
のように例示をしている(表2)。現在の視座から
みると、「目標価値」として挙げられている

「例」の中には、適切に示されているとは言い
がたいものもあり、難解である。
　ラスウェルが定義する「勢力」関係において
は、具体的人間関係に即した直接的測度が失わ
れてしまい、その一方でこれらの「価値」は、

「客観的相対主義」の名のもと、それ自身所有
あるいは争奪のまととなる欲求の外在的「対
象」あるいは「状況」として定義される。この
ような「価値」を多く所有することが、同時に

「被勢力者」への「権力」の行使(すなわち「価
値」剥奪)と何ら直接的関係にないことに注意
を払う必要があると高畠は論ずる。
　また一般に「権力手段」と称されるものにつ
いて、ラスウェルは「基底価値」あるいは「権

力基底」と呼んでいる。このことと関連して、
高畠は、「権力手段」の保有がどのようにして
具体的な権力関係に転化するかということ、そ
れ自体は行動主義以前から機能主義的アプロー
チによって論じられてきたことを高畠は指摘し
ている。このようにラスウェルの議論は、新規
の問題系についての議論を開拓するというより
むしろ、これまで社会科学で論じられてきた問
題についてそれを「モデル化」して組み立てて
論じていくというような手法によって展開され
ていった。この「モデル化」という手法によっ
て前期ラスウェルが導いた仮説こそが、少数

「エリート」支配の仮説である――すなわち、
「価値」概念を通じて構成しえたラスウェルの
政治的-社会的「構造」の「モデル」に他なら
ない――として(高畠[1963→2009: 222])、ラス
ウェルにおける政治学の定義を説明すべく、以
下の箇所を引用している。

どの社会においても一定時においては、少数
の人間がそれぞれの価値の大部分を占めるが
ゆえに、いかなる価値の配分の図もピラミッ
ドに似る。それぞれの価値の大部分を占有す
る少数者がエリートであり、残余は卒伍(あ
るいは大衆)である。エリートはその(価値地
位における)優越を、象徴の操作、(物資の)供

〈表2〉 (目標価値) (例)
「権力」power 大統領の拒否権あるいは任命権。

「尊敬」respect 権力は尊敬を命令する！

「道徳」rectitude 正邪の基準は王座に応じて変化する。

「富」wealth 徴税、特権の許可。

「愛情」love 支配者の支配領域における感情的一体化。

「健康」well-being 軍隊と警察によって行使される強制。

「技能」skill 労組リーダーの労働者の技能行使の監督。

「開明」enlightenment 政治的検閲。
「アメリカ近代政治学の基礎概念」『高畠通敏集 1』岩波書店、2009年、252頁より作成。
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給の統制、暴力の使用を通じて確保する。形
式ばらずにいえば、政治学とは誰が、何を、
いつ、どのようにして獲得するかということ
の研究なのである。(Lasswell [1950: 3]、訳出
:高畠[1963→2009: 222])

　前述したように、ラスウェルは、「学問的手
続きを経た観察の上に立つ、権力の確定的諸条
件の理論的分析」と政治学を定義していた。た
だし、その「権力の確定諸条件」は、前述の通
り「価値」をいかに保有しているのかによって
規定されている。その「価値」は偏在的に分布
している以上、「持つ者」(エリート)と、「持た
ざる者」(卒伍)の圧倒的権力傾斜が存在する、
というモデルで説明せざるを得ない。そのこと
を踏まえて、「誰が、何を、いつ、どのように
して獲得するか」というものである、とラスウ
ェルは端的に自らが定義する政治学を説明して
いるのである。
　このように、助手論文の前半においては、難
解なラスウェル政治学を簡潔かつ的確に説明す
ることが重視されている。一方でラスウェル政
治学のモデルを明確に説明したがゆえに、その
モデルや定義そのものにおける瑕疵も顕在化さ
れていく。

Ⅳ.2．高畠によるラスウェル批判
　これまで論じてきたように、高畠は、ラスウ
ェル政治学における、諸々のモデルの定義の曖
昧さを問題視していた。それは、ラスウェルの
行動主義論の中核をなす権力-勢力モデルの前
提にまで遡る。
　高畠によれば、ラスウェルが定義する「権
力」はあくまでも「勢力」の特殊形態であり、
また、「権力」と「権力を行使する」、「勢力」
と「勢力を行使する」といった具合に、それぞ
れ 名 詞 的 ／ 動 詞 的 両 義 性 が あ る(高 畠
[1963→2009: 223])。しかし、その両義性を概念

枠組みに組み込んでいる以上、「権力」と「勢
力」の差異は曖昧模糊なものとなりうるし、

「権力をもつから、権力は行使される」といっ
た類の同語反復(トートロジー )は不可避的なも
のとなる。しかも、このように、ラスウェルの
概念枠組みに則ろうとすればするほど、かえっ
て「無数の問い」の噴出から逃れられなくなる
というのが高畠の主張である。

「権力は権力をもつことによって行使され
る」という定義上の循環論法は、ここでもと
もと免れることはできない(…中略…)「勢
力」と「権力」の「形態」表は無限の矛盾し
た命題を生む源とならざるをえない(高畠
[1963→2009: 224])

　ラスウェルの表面的定義を無視し、彼が
「基底価値」あるいは「権力基底」として
「権力」をあげるその説明の中で実際に意味
しているところのものを見るならば、より
(引用者注・ラスウェル理論における「循環
論法」の存在が)明瞭になる。彼がここで具
体例として挙げている「権力」とは、まさに
制度的意味における「権力」すなわち、他の
諸「価値」の大いなる所有の結果として事実
上生じる影響力としての「勢力」ではなく、
それらの価値のどれをもとりわけ所有しなく
ても、なおかつ影響力あるものと見倣される

「権利」としての「勢力」あるいはその「地
位」に他ならないのである。「基底価値」(あ
るいは同様にして「目標価値」)としての

「権力」という概念は、ラスウェルの概念枠
組みに即するかぎり、このように解してはじ
めて意味を生じるといえよう。だが、このよ
うな解釈の自己承認は、ラスウェルにとって
これまでの概念枠組みに対し無限の問題を提
起するに等しい。いったいこの意味における

「権力」はどこからくるか。それはこれまで
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の「勢力」および「権力」の概念とどのよう
に し て 連 関 づ け ら れ る の か。(高 畠
[1976→1997: 225])

　高畠によると、このような「無数の問い」に
対して、ラスウェルが示した「あからさまな態
度」は、「端的な拒否のそれ」、「彼の『定義』
の体系の表面上の一貫性を保とうとする努力」
にすぎないものであった。すなわち、ラスウェ
ルによれば、制度的意味における権力とは何か
を問う立場に立脚してラスウェル理論を解釈し
つつ、「社会全体を権力保持者として認めるこ
と」を試みる行為について、「権力とは分配さ
れるものである。そして政治学の目的は、どの
ようにして、またどのような基底の上でそれが
分配されるかを確定することにある」として、

「政治的分析の何たるかを全く理解しないこ
と」と同義であると難じた。
　結局のところ、ラスウェル理論における「勢
力」ないし「権力」の関心は、社会全体に存在
する「勢力」ないし「権力」の分析へと向くの
ではなく、むしろ、権力者たらんとする「エリ
ート」たちの、その個人的な動機に帰結させて
しまっているのではないか、と高畠は指摘して
いる。

「権力」－「勢力」の問題を、究極的には
「権力者」たらんとするもののパースナルな
動機の中に帰結することによって、「権力」
の問題を本質的に「社会」にとって偶有的な
ものと見做すところの思考法なのである。
(高畠[1976→1997: 227])

　他方で、この「エリート支配」モデルには、
マルクス理論の影響が垣間見られることを高畠
が指摘していることは興味深い。すなわち、高
畠によれば、この「エリート支配」モデルの論
理的特徴とは、第一に、諸「価値」の追求の中
で少数「エリート」が構成されてゆく過程を追
及する点にあり、また第二に、「権力」と「勢
力」を区別せず、むしろ「勢力」のタームの中
に還元し、多元的な「エリート」、「権力」像を
描いている点にあるとしている。このうち、後
者のモデルは、マルクスの影響を強く受けてい
るというのが高畠の主張である。
　すなわち、すべての「価値」をその欲求充足
の効用においてではなく、「権力」発揮の条件
として飽くことなく追求し、それによって強大
な一元的権力を構築し、あるいはそのために歴
史的変動をひき起こすにいたるという問題と、
マルクスが「資本家の飽くことなき利潤追求衝
動」から発して「権力の集中」と「階級闘争」
の説明にまで至るのに至る議論が「相似的」で
あると高畠は論じる(高畠[1976→1997: 228-229])。
　さて、話を「エリート」支配モデルに戻そう。
ラスウェルは、「決定」あるいは「決定作成」
に関して、パーソナルな人格相互関係の中での
勢力者側における単なる意思決定として考える
立場より、私的な相互交渉関係から切り離し、
当該集団あるいは社会全体を拘束する共同行為
における「政策決定」として考え立場を重視し
ていたと結論付けている(高畠[1963→2009: 
231])。しかし、社会には社会全体のために強制
を行う一元的なメカニズムが存在し、「権力」

〈表3〉 マルクス ラスウェル
権力 「権力の奪取」 マルクスと相似的に「権力者」の「利益」－諸「価値」追求によ

って生ずる「強制」

支配 ― 「解放」され「予防」されるべきもの
高畠通敏「アメリカ近代政治学の基礎概念」『高畠通敏集 1』228-229頁より作成。
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とはこれへの「参与」を意味する以上、「権力
者」が必然的に少数である理由は、定義上から
は存在しない。ゆえに、デモクラシーにおいて
は、一元的な強制と多数の「権力者」あるいは

「 エ リ ー ト 」 が 同 時 に 存 在 し う る(高 畠
[1976→1997: 223])。換言すれば、デモクラシー
のもとでは、「少数による多数の支配」と「多
数による少数の支配」は、うらはらに存在しう
るものであり、ラスウェルにおける少数「エリ
ート」への権力分配に過度に傾斜した議論には、
批判の余地が大きく、「決定作成概念」と「エ
リート」の概念の調和が未説明であることを高
畠は示唆している。
　具体的に高畠は、以下のように論じている。

デモクラシーの下では「権力者」であり真の
「決定作成者」である「エリート」たちは、
どのようにして「指導者」に従いつつ決定の
作成に「参与する」のだろうか。あるいは、

「指導者」よりも、より多く「決定」の作成
に「参与」する多数の「卒伍」とはいかにし
て可能なのだろうか(…中略…)これらの問題
にラスウェルは全く応えていない(高畠
[1976→1997: 236])

　さて、改めて高畠のラスウェル批判を整理し
ていこう。第一に、ラスウェルは、モデルを提
供した、あるいは再「定義」をしただけにすぎ
ない、というものである。ラスウェルが提示し
た「モデル」においては、「勢力関係」はいわ
ば永久に「人間関係」に不安定な緊張を引き起
こすものとしてのみしか解釈されない(高畠
[1976→1997: 238])。第二に、「勢力」ないし

「権力」を測定できるのかについて「循環的」
な答えしか見出せていない(高畠[1976→1997: 
239])。加えて、「勢力」を計量的に測定しよう
としたとき、「権力」と「勢力」の区分は全く
意味を持たないものになってしまうという批判

である(高畠[1976→1997: 244-245])。また、「決
定作成」論の概念が、「権力」論や「エリー
ト」論と、別個の「モデル」として解釈されて
しまい、概念が完結していない。また、知識社
会学を過度に捨象している(高畠[1963→2009: 
244-245])。
　このように、政治の世界をモデル化すること
は、一見新しい手法で、これまでにない政治学
のパラダイムを切り拓いているようにみえるが、
実態は、「事実主義」ないしは「事実」過程の
追認にとどまる部分も大きかった、と高畠は結
論付ける。

　「非合理」的「権力」の角逐としての政治
の世界のモデル化は、つねにその裏面におい
て、非政治的「合理」的過程として「政策」
の問題を扱おうという傾性を、その意味での

「政策」における「事実主義」をまた伴って
いる(…中略…)政治における「行動主義的ア
プローチ」が、その出発点において抱いてい
たのは、まさに当時の「制度主義」の対抗イ
メージとしての、このような「事実」過程と
しての政治のイメージであった。(高畠
[1976→1997: 246])

その上で、高畠は、合理的なモデルを掲げるラ
スウェル理論が、それに孕む矛盾によって、か
えって政治における「非合理」的な人間像を浮
かび上がらせるという「逆説」を指摘し、論文
を締めくくっている。

　政治の世界のダイナミックな「過程」的把
握は、しばしば「エリート」あるいは「支配
階級」もしくは「圧力集団」によって、「正
しい」政策がゆがめられる過程として追及さ
れ(…中略…)「政治における「経験的」探求
とは、「象徴」「制度」「通信」をすべてこの
ような意味における「支配体制」との連関に
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おいて、すなわち「権威の循環」の一環とし
て位置づけて解明することにあるとされ、
(…中略…)政治における「人間性」の発見は、
このような「事実」的政治の世界を裏打ちす
る「非合理的」人間像の発見に他ならないと
いうのが、逐一ここで例を挙げるのを差し控
えはするが、ここにおけるアプローチの基調
だったといって過言ではないだろう。(高畠
[1976→1997: 246-247])　

Ⅳ.3．行動主義批判再考
　ラスウェルは、「価値」「勢力」の「概念枠組
み」を、「人間関係」あるいは「人間性」が介
在する問題に着目しながら議論をすすめ、それ
をモデル化する。高畠のラスウェル理論への批
判を簡潔に整理すると、ラスウェルのアプロー
チは、「循環論法」をもたらす「モデル分析」
の理論構造の限界によって、かえってラスウェ
ルの企図とはうらはらに、政治における「非人
間性」が露呈してしまっているというものであ
る。「国家権力」の特異性――暴力装置と貨幣
製造権の独占といった――を捨象しているから
である。これは、ラスウェルの定義とはまた別
の「価値」の独占であるが、しかし、政治学、
とりわけ権力論を考える上では避けては通れな
い議論のはずである。
　権力構造ではなく「権力者」や「エリート」、
暴力装置ではなく「政策」を分析し、人々ひい
ては世論への「影響力」を重視する姿勢は、ウ
ェーバーの影響が強かった当時の日本政治学に
おいて非常に斬新なものとして読まれたことは
想像にかたくない。また、ラスウェル理論の射
程からは、ファシズムやテクノクラシーのよう
な権力の寡占や暴走を伴う体制への対抗といっ
た「社会運動」は不在であり、その点に高畠は
不満を持ったといえる。ラスウェルが想定した

「モデル」は、高畠にある種の失望をもたらし、
その意味において、エリートではなく「市民」

や「生活者」のパーソナルな振る舞いに着目し
た「生活者の政治学」や「市民の政治学」の誕
生に影響を与えているといえるだろう。
　とはいえ、あえて別の角度からラスウェル理
論を論じることも可能であったという事実もま
た、付言しておきたい。高畠論文においては、
行動主義「以前」のラスウェルの論理が、どの
ような変遷を繰り広げていたのかについては、
高畠論文では全く取り上げられていない。
　ラスウェルは、プロパガンダ論や大衆動員の

「技術」に造詣が深く、第1次大戦時における戦
時プロパガンダの研究を行っている。この書物
は、日本では、総力戦体制がほとんど完成され
たといってよい1940年に翻訳・刊行されている。
米国との戦争を遂行するための理論が、米国で
生成されたものであるというのはなんとも皮肉
な話ではあるが、当時の出版業が激しい検閲下
におかれていたことに鑑みても、当時の日本の
テクノクラートも「統治の技術論」としてラス
ウェル理論を参考にした可能性は大いにあり得
る。一体なぜ、「大衆操作」から「行動主義」
へと議論が変遷されていったのか、また、この
事実と、行動主義理論における「エリート」支
配に対抗する勢力の不在とはどのような関係が
あるのか。残念ながら、高畠もまた、このよう
な問いを追究することはなかったように思われ
る。
　かわりに、勢力(あるいは権力)「それ自体」
が目的になるというラスウェルの「勢力」や

「諸価値」を重視した行動主義的アプローチに
対し、高畠はマルクスの影響を読み解こうとし
た。後年、高畠は、ラスウェルが自身を「“現
代アメリカのマルクス”と自負していたことを
知 っ て い た 」 と 述 懐 し て い る(高 畠[1995: 
2→2009])。
　マルクスに則るのであれば、ラスウェルにお
ける「諸価値」や「勢力」の形態は相互に交換
可能なものか、あるいはそれは「商品」と「資
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本」のように、一方から一方へとのみ交換が可
能な非対称なものなのか、あるいはさらにいえ
ばその「起源」と「終焉」はどこに見出せるの
か。しかし、知識社会学的な問いを拒絶するラ
スウェル理論からは、そうした問題意識を読み
解くことは困難であろう。その意味では、「現
代アメリカのマルクス」というラスウェル自身
のラスウェル評は、過分なものであると指摘で
きる。もちろん、高畠も指摘していたように、
ラスウェルがマルクスに影響を受けていたこと
は事実であろう。とはいえ、その「マルクスの
影響」が、マルクスにおける下部構造、あるい
はフェティシュ (物神化)の対象が、資本だけで
はなく権力にまで及んでいったとする論にとど
まる限り、鋭い指摘であるとは言いがたい。
　高畠は、ラスウェルの手法を一定程度評価し
ながらも、「モデル」を一方的に同定し、政治
哲学的あるいは知識社会学的問いを捨象する理
論については、かなり辛口な評価を下している。
ラスウェルが描く「エリート」モデルに「非合
理的」人間像を発見したという表現からは、

「モデル」論そのものの限界に高畠が自覚的で
あったことがうかがえる。
　一方で、ラスウェルに対する高畠の批判は、
その後、アメリカ政治学で展開される「行動主
義批判」を先取りするものであったことは興味
深い。周知の通り、60年代後半には、行動論的
政治学に対する批判が高まるようになった。
1969年には、当時、米政治学会会長を務めてい
たＤ・イーストンは、会長演説においてこれら
の批判をもとに、「脱行動論革命」を宣言する
に至る。イーストンの同宣言においては、些末
な研究対象に過度に、また行動主義が経験的保
守主義のイデオロギーを隠している、つまり体
制擁護的であることが的確に批判された
(Easton [1969＝1970: 415-448])。ここで見られ
る「行動主義批判」の論理は、実は、高畠の助
手論文のなかに既に見出せるものであった。

Ｓ・ウォリンによれば、イーストンのポスト行
動主義批判もまた、行動主義の内部での批判に
とどまっている([Wolin: 1969])。高畠論文にお
ける行動主義を捉えながらも全てを肯定するわ
けではない両義的な立場は、イーストンのよう
に、行動主義からの全面的な脱却を宣言すると
いう類のものではないが、他方で、ウォリンと
は異なり内在的な行動主義批判を展開している
という点において、単にその後の行動主義批判
を先取りしているだけでなく、独自性が認めら
れるものであった。

Ⅴ．結論
　1950年代の政治学者の多くはアメリカ政治理
論に非常に大きな期待を寄せていた。戦後の政
治学者がドイツ系理論を中心とした政治学をの
りこえ、戦後民主主義に相応しい新しい市民的
主体を形成する実践的学問として米国政治理論
に着目をしたのは、決して高畠に限った話では
なかった。高畠が行動主義理論を論じた背景に
は、『政治の世界』において丸山が目指そうと
した政治学に期待をしつつも、丸山がそれを

「断念」したことに満足しなかったという事情
があることは繰り返し述べた通りである
　しかし高畠は、いちはやく行動主義の論理に
期待を寄せた立場ではありつつ、その論理的限
界に対して、最も早く自覚的になった政治学者
の一人であったと言えるだろう。
　高畠によると、ラスウェルの行動主義的理論
展開にはいくつかの問題が内在していた。まず、
第一にその議論は循環論法に陥っていたり、語
義の区別が曖昧であったりする部分が散見され、
論理的な厳密性が欠けていた。たとえば、ラス
ウェル理論においてその骨格を成す独自的な概
念であるはずの「権力」と「勢力」の区別が、
論理の進行に伴い、他の語彙の定義に比較して
いくと結局は、その意味の差異が曖昧模糊なも
のになってしまう。このような問題点は、「勢
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力」を測定して比較しようとする際に、より際
立つ。つまり、第二に、諸概念が数値で計量す
ることができない以上、そのままでは計量的に
比較・分析を行うように理論を発展させること
が難しい。
　加えて、第三に、過度に操作主義的な、政治
的なものに対する分析は、心理学など他の社会
科学への応用こそ可能であれ、とりわけ1960年
代に注目されていた「人々の力」――すなわち
市民運動と市民意識による政治変革の影響力―
―を軽視するばかりか、分析対象からほとんど
除外しているのであった。
　そもそも高畠論文において中心的に論じられ
ているラスウェルの『権力と社会』の序論は、
以下の書き出しで始められている。

　本書は、政治理論に関する書物であって、
現在や将来の政治の実態を分析するものでは
ない。今日の重要な政治動向の説明として、
統計的データや挿話的事実を示した上で、そ
の動向を阻止したり促進したりするなど、一
定の政策・方針を提唱する意図はまったくな
い。(Lasswell [1950＝2013: 9])

　もっとも、ラスウェルはこの書き出しののち
に、政治動向への関心が理論構築に与えた影響
を完全に否定することはできないとも記してい
る。しかし、現実の政治動向を阻止したり促進
したりする意図が皆無であるということを、予
め断りつつ論理展開を行う姿勢は、市民運動と
学問を架橋する「市民政治学」的なるものをの
ちに構想することになる高畠の問題意識とは大
きな隔たりがあるものであったことは想像にか
たくないだろう。
　これら三つの問題の中で、とりわけ注目に値
するのは第一の問題である。第二・第三の問題
は、どちらかといえば外在的な問題である一方
で、第一の問題に対する課題意識は行動主義の

論理自体に内在しなければ生じないものであり、
行動主義理論を踏まえつつ、それを内在的に批
判し、さらにその論理的展開が後のポスト行動
主義の理論を先取りしている点において、高畠
理論の特質が現れているといっていい。
　この意味においては、その後の政治学者――
とりわけ「レヴァイアサングループ」など「戦
後政治学」批判――が直面する問題を、高畠は
1950年代から先行的に取り組んでいたといえる。
雑誌『レヴァイアサン』の創刊は1987年秋であ
るが、ちょうどそこから10年ほど遡って日本政
治学会において注目されていたのは、「行動論
以後の政治学」であった。
　1976年度の日本政治学会の『年報 政治学』
は「行動論以後の政治学」というタイトルで特
集が組まれていた。同誌で高畠が発表するのが、
市民政治学に関する研究で昨今でもしばしば参
照される「運動の政治学」という小論である。
たしかに、高畠は、行動主義の論理において、
市民運動に関する視座の欠落を、1950年代から
一貫して予期していたことは注目に値するだろ
う。
　しかし、より注目に値するのは、同誌の「ま
えがき」において、神島二郎が再検証する必要
があると主張している行動主義における「認識
の枠組」そのものの問題にすら、高畠の助手論
文においては先駆的に指摘が行われていたとい
う事実である。

われわれは今回「行動論以後の政治学」とい
う特集を組んだが、ここで「行動論以後」と
いったのは、アメリカの行動論を鋭意導入に
努めてきたように、その流儀にしたがって行
動論以後を導入するのではなく、行動論の導
入を通してわが国で緒についた達成をふまえ
ながら、認識の枠組そのものをみずからの現
実に求め、それによって輸入舶来への依存と
いう伝統そのものを克服することである。
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(神島[1976: 3])

　ここまで触れてきたように、高畠論文におけ
るラスウェル理論に対する批判的視座は、設定
された「認識枠組」そのものの不十分さを厳し
く突くものであり、丸山政治学的な戦後民主主
義に基づく課題意識と、アメリカの行動主義の
論理とを止揚させようとする意欲が感じられる
ものであった。その意味において、高畠論文の
インパクトは、単にいち早く行動主義を分析し
たというものに決して留まらず、行動主義を内
在的に読解した上で批判的視座が提示されてお
り、のちの政治学者の理論構築を先取りする論
理展開が多数散見されることにあるといえる。
　また、この点、高畠が行動主義を内在的に批
判していたという事実は、これまでの先行研究
では見逃されてきた。大獄[1999: 114]は「投票
行動の行動論的研究の登場」という章において、
三宅一郎、木下富雄、間場寿一、すなわち政治
学者、社会心理学者、政治社会学者による共同
研究『異なるレベルにおける投票行動の研究』
を取り上げ、「投票行動、政治意識などの分析
は、他の政治学の領域と比べても、非常に専門
性の高い学問分野で、独自のトレーニングを要
求される領域である。筆者は、政治学の研究、
教育のためにこの分野の主要な業績を読んでは
きたが、これまで体系的にトレーニングを受け
たことがないし、自ら調査やデータ処理にかか
わったこともない」と留保しつつ、同研究を、
以下のように結論づけている。

　三宅らの厳密で慎重な「科学的」な手法は、
ソフィスティケートされればされるほど、結論
は、曖昧になるという難点を元来抱えているこ
とが挙げられる。データによっては明言できな
いことがそれを著者自身に何度も指摘されると、
読んでいてもどかしく、欲求不満を覚えざるを
得ない。行動科学に馴染みのない当時の政治学

者には、その感が一層強かったであろう。換言
すると、かなりの指摘が、「明確なことはいえ
ない」、「それほど単純ではない」、という否定
的言辞に収斂していく。(大獄[1999: 112])

　この指摘は、高畠の助手論文における言説と
類似しているだろう。しかし、主に1960年代の
日本政治学史について検討した同書のみならず、
1950年代の日本政治学史を議論した『戦後政治
と政治学』（大獄[1999]）においても、高畠理論
の検討は欠落している。
　もっとも、ラスウェル理論に関して、高畠論
文においても解明されていない問題があること
は指摘しておかねばならない。1920年代のラス
ウェルは戦時におけるプロパガンダの分析に取
り組んでいた。「世論操作」の実例に関するそ
れまでの研究と、行動主義における世論に関す
る理論とは、いかなる相互関係があったのだろ
うか。あるいは、『権力と社会』の後半部分に
おける、「政治的革命」あるいは「社会的革
命」――ラスウェルの定義によればそれぞれ

「政治体制の急進的な変化」、「支配の急進的な
変化」である――といった政治における体制変
容についての議論は、高畠論文においてはほと
んど触れられていなかった。行動主義政治理論
において、デモやストライキなどの「直接行
動」が果たす役割は、いかに位置付けられるの
か。またそれは「革命」という形で結実しない
限り、アクターとして位置付けるに値しないも
のなのだろうか4。
　もっとも、その後の高畠は「異議申し立て」
を含む、市民ないし中間団体と政府間の相互で
多元的なコミュニケーションを重視するダール
のポリアーキーの理論に惹かれ、またイェール
大学でダールに師事する道を選んだ。ラスウェ
ル理論の分析を中心とした行動主義的理論展開
というよりむしろ、計量分析に取り組むことに
なる。こうした背景をめぐって、高畠は、「行
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動主義的政治学は、権力エリートに対抗する大
衆運動や市民運動をも、もう一つの権力として
分析する用具しかもたなかった」と述懐してお
り、行動主義理論の限界を早い時期から認識し
ていたことがうかがえる(高畠[1995: 2→2009])。
やはり、行動主義的分析を高畠が継続しなかっ
た背景には、ラスウェル理論における「市民の
役割」の欠落に、高畠が不満を感じていたこと
が関係していることは明白である。また、この
ことは、思想分析に代表される丸山政治学を中
心とする学問形態から脱皮して、政治理論・モ
デ ル 論 を 中 心 と し た 政 治 科 学 ＝Political 
Science を志したいわゆる「レヴァイアサング
ループ」が、ラスウェルの理論を80年代に「再
発見」したことと表裏だともいえる。
　さて、もう一つ、今後の課題として解明させ
なければいけない問いとして、日本における米
国政治理論の受容史の「起源」と、そこに高畠
の世代の戦後派がいかに貢献してきたのかとい
う問いがあげられる。『政治の世界』の丸山は、
そこで用いた米国政治理論から「決別」したこ
とについて高畠が、「『政治の世界』で展開され

ている政治の力学についての原理論的な議論を、
その後、発展されることはなかった」、「私のそ
れからの仕事は、その理由を私なりに考えるな
かで、紡がれてきたといってもよい」と言及し
ていることは第Ⅲ節で述べた通りである。
　戦後間もない1950年代と、「レヴァイアサン
グループ」が活躍する1980年代では米国政治理
論をめぐる日本の政治学の事情が、全く異なる
ことは想像にかたくない。本論でとりあげたラ
スウェル理論をめぐっては、どういった本邦に
おける政治学上の要請があり、またそうした事
情が高畠の問題関心にいかに作用したのか。戦
後日本政治学において高畠が分析した行動主義
理論はどのように位置づけられてきたのか。本
論では、のちに「市民政治学」を打ち立てる高
畠通敏について、その思想的出自をたずね、テ
クストに内在しながら分析を行うことに主眼を
置いた関係上、このような戦後政治学史を俯瞰
した問題については十分に分析できたとは言い
がたい。これらの問いへの応答は今後の課題と
なるであろう。

註

 1．本論では、1965年に高畠が渡米するまでの業績を「前期」、1965年から『地方の王国』を上梓する1986年に

かけての業績を「中期」、その後の業績を「後期」として論じる。

 2．たとえば、池上・佐藤［2021］において展開されたような「連合赤軍事件や内ゲバが相次いで以降、左翼運

動は過激化して、もはや運動とは呼べず、権力に対するテロリズムという色彩が強まってしまった」という

見方がその典型例である。しかし、こうした世論形成には、「過激派」への注意促すポスタービラの公共施

設への掲示、テレビを利用しての宣伝など、警察による広報活動が果たした影響も想定されうる。詳しくは、

許［2020］を参照のこと。

 3．高畠が当時最新鋭だったコンピューターを利用したということについて、筆者は高畠の研究手法を直接知

る複数の人物にインタビューを行った。そのうちの1人、深谷宏治氏は、1968年ごろ高畠が事務局長を務め

ていた「声なき声の会」に参加したという縁で、1973年の春から秋にかけて高畠の計量分析を手伝っていた。

当時、高畠はFORTRANを使って分析を行っており、この時代にはデータをパンチカードに記録して、そ

れを専用の読み取り機で処理していたという。深谷氏は、パンチカードの並べ替えなどの作業を行っていた。

また、別の方のインタビューによると、高畠は1980年代には、エプソンの音響カプラーを一時的に使用して
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いたという。また、富士通のデスクトップを導入して、MS-DOSを使っていた。 

 4．もちろんラスウェルが企図する政治学は、のちに高畠が「市民政治学」として展開したように市民運動を

エンパワーメントしようとするといったものではない。むしろ、そうした直接的な体制変革を抑制させよう

という意図が垣間見られる。
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《書評論文》

　近年、凄まじい速度でAI（人工知能）技術
が発達、普及している。膨大な情報を一瞬で正
しく収集し処理することができる機械学習ソフ
トは、翻って私たちにあるひとつの事実を思い
出させる；私たち人間の知能

4 4

は、極めて限定的
な量の情報を、限定的な計算能力を用いて、限
定的な集中力のもとで処理しているにすぎない。
ところが経済学では、そのような想定が明らか
に非現実的であるにもかかわらず、完全に

4 4 4

合理
的な人間像が仮定され、分析の基礎とされてき
た歴史がある。
　『限定合理性』（Dhami & Sunstein [2022]、
以下「本書」⑴）では、こうした「ベイジアン
合 理 性 ア プ ロ ー チ（Bayesian Rationality 
Approach）」に代わる新たな研究プログラムと
して発展してきた、「限定合理性」アプローチ
の成果が包括的に紹介されている。特に注目さ
れるのは、本書が「ヒューリスティック＆バイ
アス・リサーチプログラム（HBP）」の立場か
ら「限定合理性」アプローチの学問の方法とし
ての有用性（頑健性や経験的基礎づけ）を主張
するのみならず、実践的な側面（政府や民間機
関による「ナッジ」）における応用性の豊かさ
と結びつけることで体系的に擁護することを試
みている点である。
　以下ではまず本書の概要を紹介し、経済学・
心理学の境界領域における限定合理性アプロー
チの成果について本書が提供する解釈を整理す
る。その上で、そうした解釈に基づき本書が試
みている、心理学上の論争の調停およびそれを

通じた「リバタリアン・パターナリズム」の擁
護に着目し、その問題点を指摘し再検討を行う。

Ⅰ．本書の概要
　本書は①限定合理性（bounded rationality）
についての新しい理解を提供すること、②選択、
厚生、そして自由についての根源的な問題を参
照しながら、その理解が公共政策や法に対して
与える具体的な影響を調べること　という二つ
の大きな目標に立脚したものである（p.1）。明
記こそされていないが、本書は、限定合理性概
念の有用性を説明する第一部（1 ～ 4章）、限定
合理性学説内の多様性とその統合を企図する第
二部（5 ～ 6章）、実践的・政治哲学的な論点へ
と議論を発展させる第三部（7 ～ 11章）という
構成で捉えることができる。
　まず第2章では、その目標のために本書が徹
底的に検証・批判を行う対象である「ベイジア
ン合理性アプローチ（BRA）」に関する解説が
行われている。「BRAの要素を理解することは、
近代経済学を理解し、限定合理性の理論的根拠
と重要性を理解し、そして経済学理論を評価で
きるようになるための鍵である」（p.37）と述
べられているように、本書の前半部は、「BRA
に基づく従来の経済学理論の紹介とその問題点
の指摘→それを克服する限定合理性アプローチ
の有用性に関する主張」という構成を保ちなが
ら進んでいく。本章では、BRAが包含するさ
まざまな「合理性」の条件が、経験的証拠を欠
く非現実的な仮説的公理に過ぎないという点が

限定されているのはいかなる「合理性」か？
―『限定合理性』の新たな解釈に対する検討―

山 根 晴 貴

Dhami, Sanjit S. and Cass R. Sunstein, Bounded Rationality: Heuristics, Judgement, and Public Policy, The MIT 
Press, 2022
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主張されている。人間は整合的な（推移性/完
備性を満たす）選好の持ち主ではなく、一部の
対象に対して限定的にしか注意を向けることが
できず、時に自信過剰な賭けを行い、将来の利
得を過剰に割り引くことで時間的非整合性に陥
り、ゲーム理論が想定する「共有知識としての
合理性」も持ち得ず、高度な数理統計的知識や
情報処理能力を有した最大化主体ではない。こ
れらの事実が近年の行動科学的研究によって
次々に証明されてきたということが、本章では
繰り返し強調されている。
　続く第3章では本書の主題である、経済学に
おける限定合理性の役割についての説明がなさ
れている。本章の前半部では特に、BRAが想
定するような数理的最適化を行う経済主体の非
現実性が批判されている。結論部とも言える第
5節（「経済学の方法論について」）では、ミル
トン・フリードマンの道具主義⑵への強い批判
という形で著者の方法論的主張がなされている。
経験的証拠を欠く仮定を無批判に演繹の基礎と
する従来の経済学の「内部で育まれてきた方法
論的立場は、後退的で科学的方法論・科学哲学
とは一切の関係を持たない」（p.159）ものであ
り、経済学者は「BRAの核となる仮定に強く
反論し続ける必要がある」（p.160）。
　第4章では具体的に、ヒューリスティック・
ベースの選択主体に関する複数のモデルが説明
されている。本章で紹介される概念は多岐に渡
るが、本論文が考える重要な点として、①「感
じとしてのリスク」理論（risk as feelings 
theory）や認知の単純化など、感情・心の意思
決定における働きを重視したモデルが複数紹介
されていること、②限定合理性概念の始祖とも
言えるハーバード・サイモンが提唱した、結果

（選択）のみに関するBRAの実質的合理性
（substantial rationality）と対比される、手続
き的合理性（procedural rationality）の概念と
それに基づく彼の「満足化」ヒューリスティッ

クに関する研究が紹介されていることが挙げら
れる。
　第5章と第6章では、限定合理性の発想から発
展したふたつの学派、「ヒューリスティック＆
バイアス・リサーチプログラム（HBP）」と、

「高速倹約ヒューリスティック・リサーチプロ
グラム（FFP）」がそれぞれ解説され、主に
FFPからHBPへの批判という形で繰り広げら
れてきた両学派間の「合理性大論争（the 
great rationality debate）」に対する新たな解
釈が提示されている。第5章ではまず、従来の
BRAでは説明できない人間の選択行動を人間
に系統的に観察されるいくつかの典型的なヒュ
ーリスティックやバイアスによるものとして説
明する、ダニエル・カネーマンやエイモス・ト
ヴェルスキーらによる研究が紹介される。その
後このHBPに対する複数の批判が検討されて
いるのだが、その一つが、FFP学派の中心人物
であるゲルト・ギーゲレンツァーによるHBP
の「統計的規範」（Gigerenzer [1996: 592]）に
対する批判である。ここでは、HBPは一見
BRAを真正面から否定していても、実際には

「ベイズの法則に従う」といった合理的な行動
のための規範をBRAから密輸入してしまって
いるという点が批判されている。そしてこのよ
うな観点から、HBPには欠けている生態学的
合理性⑶の視点を強調したのがFFPである。第
6章では、人間の意思決定を「ヒューリスティ
ックの適応的な道具箱」の中から素早く

（Fast）、倹約的な（Frugal）ものを選び出し、
選択肢の差別化を行う過程としてモデル化する
FFPの研究が紹介されている。
　第7章から第11章では、話題は行動厚生経済
学の実践的諸問題へと移る。この第三部では

「限定合理性」学説に基づいたリバタリアン・
パターナリズム（LP）が擁護されており、第7
章ではその「哲学的基礎」（章題）として①人
間の合理性の限定性の観点から、個人の選択は
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必ずしもその個人自身の厚生を最大化するもの
として尊重されるべきではなく、第三者の介入
は認められる ②従来の厚生経済学が依るよう
な、人間の厚生を評価するための快楽主義的な
基準は存在しない ③第三者によるパターナリ
スティックな介入は目的に関するパターナリズ
ム（ends paternalism）と手段に関するパター
ナリズム（means paternalism）とに区別する
ことができ、特に後者は、個人の選択の自由を
保ちながらも（目的合理性の限定性故に）適切
な手段を取ることに失敗してしまう主体に対し
て厚生の向上をもたらしうるのみならず、謙虚
さも兼ね備えた手法であるという点で正当なも
のである という三点の主張がなされている。
　続いて、第8章では従来の厚生経済学が論じ
てきた「ハードな」パターナリズム（愚行税、
失業者への半強制的な就労支援など）が検討さ
れる。そのようなパターナリズムと対になるの
が、第9章、第10章で紹介される「ソフトな」
パターナリズム、すなわちナッジ政策に代表さ
れるLPである⑷。第9章ではLPの利点について
の説明やLPへの批判に対する再批判、特に
FFPによるナッジ批判への応答がなされ、最後
に第10章では、政策等の実践におけるLPの有
用性が主張されている。

Ⅱ．検討
　本書の内容を俯瞰すると、その特徴として、
著者らが立つHBPとは従来対抗的な学説とさ
れてきたFFPへの接近が見られるという点が挙
げられる。これは、本書の共著者であるキャ
ス・サンスティーンが過去の類書（Thaler & 
Sunstein [2008]等）にてLPを法哲学的に擁護す
る際に有していた立場が、現在にかけていかに
変化したかを検討するうえでも重要である。そ
こで本節では、特に本書の背後に存在する「限
定合理性」という概念をめぐる論争について整
理を行い、本書の貢献と限界について検討を行

う。
　本書を「心理学に立脚するミクロな経済学
説」の中で位置付ける場合、最も重要な特徴の
一つは「経済学者からはほとんど完全に無視さ
れてきた」（p.306）FFPの解説に多くの紙幅を
割いているという点である。本書の企図の一つ
は、心理学において生じたHBP・FFP両学派
間の「合理性大論争」を収拾し新たな解釈を提
唱したうえで、それを行動経済学・行動厚生経
済学に取り込むことであると考えられる。本書
の題“Bounded Rationality”も、FFPの中心
人 物 ら に よ る 同 名 の 書 籍（Gigerenzer & 
Selten [2001]）を意識したものであろう。
　大論争という語が示すように、心理学におい
てHBPとFFPは敵対関係にあるとされてきた⑸。
その対立の軸の一つとなってきたのが、「限定
合理性」という語の含意そのものである。
　この語を導入したサイモン、そしてFFPは、
人間は実際の意思決定において効用や確率の計
算を行っているわけでも、その計算に（バイア
スや情報処理能力の不足によって）失敗してい
るわけでもなく、全く異なる形態、すなわち環
境適応的な「ヒューリスティックの道具箱」か
ら高速倹約的な意思決定のための道具を見つけ
出すという形で「合理的」な意思決定を行って
いると考える。「限定合理性は最大化でも、非
合理性でもない」（Gigerenzer & Selten [2002: 
4]）という言葉があらわすように、サイモンお
よびFFPにとって限定合理性とは、人間が環境
に適応し、満足のいく意思決定を行うための能
力という積極的な概念である。対照的に、限定
合理性を人間の「認知的錯覚とアノマリー」

（Gigerenzer [2004: 4-6]）、すなわちBRAが想定
する合理性の規範（最大化的な意思決定）から
の逸脱と捉えるのが、「標準的な経済学の合理
性の観念そのものを受け入れた上で……標準的
な経済学と共通の土俵の上にあえて立ち、その
土俵の上で実際の人間が、標準的な経済学の想
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定している合理性の基準に違反していることを
実証しようとしてきた」（若松[2016: 214-215]）
行動経済学（HBP）であった⑹。
　Gigerenzer [2004: 398-402]は「フライ捕球ロ
ボット」の開発というアナロジーでこの差異を
説明している。飛球の発射位置、初速や投射角
さらには風速や風向き等を考慮し落下地点を計
算する最適化ロボット（BRAの比喩）は計算
に時間がかかりすぎて捕球をすることができな
い。そこで、実際の選手の認知メカニズムを研
究した第二の開発チーム（HBPの比喩）は、
選手の多くが楽観主義バイアスという認知バイ
アスによって落下地点との距離を過小評価して
しまう傾向にあることを明らかにした。しかし
この開発チームは人間には最適化ロボットのよ
うな計算ができないことを明らかにしただけで、
最適化ロボットに代わるロボットを開発するこ
とはできない。第三のチーム（FFPの比喩）は、
優秀な選手は飛球の落下地点に向かって走る際、
視線をボールに固定したまま視線とボールの間
の角度が一定になるように走る速度を調整する
という技術（注視ヒューリスティック）を用い
ていることを発見した。彼らだけが、落下地点
を予測計算するのではなくこのヒューリスティ
ックを用いて落下地点まで走行する、代替的な
ロボットを開発するという成果を生みだすこと
に成功する。
　しかし、本書はこのような対立図式は重大な
誤解に基づいていると主張する。すなわち、
HBP（BRAへの批判として経済学から生じ
た）とFFP（サイモンの手続き的合理性概念の
肉付けとして心理学から生じた）は異なる文脈
から生じた研究プログラムであるのみならず、
実際にはその研究対象も異なっているという点
を、両者を単純に対置させる人々は見落として
いる。より具体的には、HBPは確実性、リス
ク、主観的不確実性の下での意思決定を（それ
らの状況下におけるBRA的な意思決定と比較

しながら）研究対象としてきたのに対し、FFP
は真の不確実性⑺、すなわちそれぞれの選択肢
がもたらす結果も、その背後にある確率分布も
不明瞭な「広い世界（large world）」での人間
の意思決定を研究対象としてきた（p.330）。両
者は「限定合理性」という立場からBRAに異
を唱える類似した

4 4 4 4

研究プログラムであり、両者
を隔てるものは、（FFPが主張するような）人
間の意思決定に関する像の根本的な違いではな
く研究対象の差異にすぎない。これが、本書の
主張である。
　本書は行動経済学における従来の研究につい
て非常に肯定的な評価を下しながらも、不確実
性下の意思決定という現実世界においては誰の
身にもしばしば生じうる問題について、行動経
済学内の主流派であるHBPはほとんど取り組
むことができていなかったと反省する（p.443-
444）。完全に賛同的ではないにせよ、そのよう
な問題における人間の意思決定について取り組
んだプログラムとしてFFPへの言及がなされて
いる点は、類書と比較した際の本書の最大の特
徴である。第４章でサイモンの研究が紹介され
ている意図も踏まえれば、本書の基本的な立場
は、HBPの側からサイモンの手続き的合理性
アプローチおよびそこから発展したFFPを回収
するものであると考えられる。
　このような学説史的特徴は、より政治経済学
的な内容にかかわる後半部とも関係する。
HBPとFFPの学説的対立は、主に前者が擁護
するLPに対する後者の批判という形でこの領
域にも派生してきたためである⑻。
　FFPが行ってきたLP批判は多岐に渡るが、
最も根本的な批判点は以下のようなものであろ
う：LPは心理学的証拠によって証明されてい
る人間の系統的な

4 4 4 4

バイアスを根拠に、ナッジに
よる市民の選択への介入を正当化する。だが、
人間は最適な選択を行うべき

4 4

（＝規範）と考え、
それに失敗している（＝規範からの逸脱）とい
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う意味で市民を非「合理的」な主体と捉え、ナ
ッジ等の政策手段による介入を各個人の効用最
大化を支援するものとして位置付けるこのよう
なLPの論理は、人間の意思決定メカニズムへ
の誤った理解に基づくものである。
　人間の意思決定を最大化（の失敗）としてで
はなくヒューリスティックを駆使した満足化と
して捉えるFFPはLPを、人間を過剰に「非合
理性」のカテゴリーに押し込み、結果として
人々の認知・意思決定能力の成長や進化̶̶す
なわち個々人が有している自らの生態学的合理
性の洗練̶̶を阻害するものであるとして批判
してきた⑼。やはり、FFPによるLPへの反発の
背後には、HBPが掲げる人間の認知メカニズ
ム像に対する不同意が地続きで存在しているの
である。
　それに対して本書は、「〔FFPの〕中心的な命
題は我々の本書を通じての一般的な命題と一致
している：行動的バイアスと限定合理性を強調
する研究者たちは、人々が愚かないし非合理的
であると信じているわけではない。彼らは、人
生は複雑で、そして多くの人にとって困難であ
ると信じているのだ」（p.416）と、このような
根本的な分裂に対してはやや曖昧な応答をして
おり、それによって両者の橋渡しを試みている
と考えられる。しかしながら、本書における

「限定合理性」は全体としては、「最適な判断に
失敗した意思決定」すなわち非合理性としての
限定合理性を意味しており、HBPの立場から
議論されている。それゆえ、HBPとFFPの間
に存在する上記のような立場の違いを完全に調
停することには成功していない。
　近年のサンスティーンの議論では、ヒューリ
スティックが生態学的合理性を有し、一般的に
は意思決定において有用であることを認めるな
ど、FFPへの譲歩とも見られる記述が散見され
る（Sunstein [2014:33]）。このような譲歩は、
では政府はどのような根拠で市民を「非合理

的」な主体としてパターナリスティックな介入
（「ナッジ」）を行うのか、というLPに対する根
本的な問いを惹起してしまうという点で、サン
スティーンにとって必ずしも安全な橋ではない
ことがすでに指摘されている（若松[2016: 275-
278]）。本書はこのような問題を乗り越えるた
めに、「限定合理性」という心理学上の概念の
次元でHBPとFFPの間の調停を試みたものと
して位置付けられるが、上述のように、むしろ
この対立の根本に存在する、両学派の人間の意
思決定に関するモデルの差異は曖昧なままにさ
れている。
　その代わりに本書が主張しているのが、FFP
が研究対象としているのは真の不確実性下の意
思決定のみであり、リスクや主観的不確実性下
での意思決定ではHBP的な心理像の方が経験
的証拠とマッチする、という「棲み分け」であ
る。しかし、少なくともLPやナッジをめぐる
議論では、HBPもFFPも、（主に）個々人のリ
スク下の意思決定に対していかなる介入が正当
化されるかという同一の問題について議論を行
なっており、先の捕球ロボットの例のように、
最適な計算をするための情報が十分に得られる
状況でも、FFPはヒューリスティックの有用性
と規範的な正当性を主張している。さらにFFP
のなかには、「ひとたび実験室の外に出れば」

（Klein [2002:118]）人間が最大化を試みるよう
な意思決定の場面、すなわち本書の位置付けで
は真の不確実性が存在しないような意思決定の
機会は存在しないという主張もあり、このよう
な調停案は成功とは言えないだろう。
　とはいえ、HBPの側から「限定合理性」に
ついて論じるなかで「より一層限定的な合理性
を組み込むよう社会科学・行動科学に改革を要
請するある種のマニフェスト」（p.8）を提起し
ている⑽本書が、FFPへの宥和的解釈とBRAか
らの一層の離陸を企図していることそれ自体に
は、大きな意味がある。リスク・主観的不確実
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性下での意思決定の研究に有用なHBPと真の
不確実性下における意思決定の問題に取り組ん
できたFFPという、経済学的なタームを用いた
両学派の位置付けも、今後の議論にとって有意
義な術語系を提案した点は評価できる。ヒュー
リスティックの生態学的合理性を主張するFFP
とその非合理性を強調してきたHBPの関係性

を今一度整理することは、経済学・心理学・政
治学の境界領域において、「大論争」を越えて、
異なる研究プログラムが相互にその差異を認識
し合いながらより豊富な議論を生んでゆくため
には不可欠な取り組みである。その点に本書の
最も大きな貢献があるとともに、本書が残した
最大の課題もまた、そこにある。

註

 1．特に記載のない場合、引用のページ数は本書による。

 2．たとえ用いられている仮定が不正確・非現実的であっても、正確な予測を生み出すことに成功していれば

良いモデルである、という、フリードマンが1953年の『実証経済学の方法』で提唱した経済学方法論を指す。

このフリードマン的道具主義こそが、BRAで広く受容されている方法論的基礎であると本書は考えている

（p.157）。

 3．「生態学的合理性（ecological rationality）」とは、人間の推論・意思決定能力を、環境に適応し生存するた

めに進化してきたものとして捉える進化心理学者の立場からの合理性概念である（太田・小口[2014: 134-

138]）。

 4．「ソフト」な、すなわち個々人の選択肢を制限しないパターナリズムとLP、さらに「手段に関するパターナ

リズム」を、明確な区別なく用いるサンスティーンの記述には曖昧さも存在する。ただし本論文では紙幅の

関係から、この点については検討しない。

 5．合理性大論争に関する学説史的な整理は、Stanovich [2010=2017]第6章および太田・小口[2014]等を参照。

 6．「リバタリアン・パターナリストは……公理的な意思決定理論のルールをすべての合理的行動の基準
4 4

として

無批判に受け入れ、この理想に沿わない人間を非難する」（Gigerenzer [2015: 365]）。

 7．経済学者フランク・ナイトが用いた「不確実性」という語の意味に近いことから、「ナイト的不確実性

（Knightian uncertainty）」と呼ぶこともある。

 8．FFPによるLP批判については、若松[2016]、橋本[2021]を参照。橋本[2021: 175-179]は進化論的立場を取る

FFP（「限定合理性学派」）はLPを批判してはいるが、実際にはLPの一部の形態とはむしろ宥和的でありう

るという可能性を述べており、本書と同様、HBP対FFPという構図の塗り替えを示唆している。

 9．FFPは記述的な次元だけでなく、規範的な次元、すなわち主体はどのような合理性の要請に従って行為す

るべき
4 4

かという点においても、ヒューリスティックの利用に代表される生態学的合理性の優位性を主張して

いる（Gigerenzer & Todd [2012]、Gigerenzer & Strum [2012]、Hands [2014]）。

 10．このような点から、本書はHBP内でも、従来の経済学における合理的意思決定理論からのより大きな乖離

を主張する“大規模攻撃・プログラム（Big-push program）”側に立つ著作である（p.5）。
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《書評論文》

　本稿では、玉手慎太郎著『公衆衛生の倫理
学』(以下本書と呼ぶ)の全体の論旨を概観した
のちに、第４章にて提示される前向き責任の議
論を批判的に検討する。本書は自己責任論を批
判するに当たって、健康のために将来の行為に
対するコミットメントを人々に要請するべきと
主張し、過去の行為に対する規範である後ろ向
き責任を退ける。しかし前向き責任だけでは自
己責任論を退けるには不十分であると主張する。

Ⅰ． 公衆衛生の倫理における問題関心
　本書における公衆衛生とは「市民の健康を守
る営み」のことを指し、医療とは二つの点で区
別される。一つ目は、医療が一人一人の健康を
個別に回復する営みであるのに対し、公衆衛生
は人々の集合全体の健康を改善するものである。
二つ目は、医療は個人が怪我を負ったり罹患を
したりした時点において初めて実施される事後
的なものであるのに対して、公衆衛生はむしろ
怪我や病気の罹患を回避するために実施される
事前的なものである。公衆衛生とは人々全体が
健康でいられるように実施される営みである
(pp. 15-16⑴)。
　本書がとりわけ焦点にするのは国家による公
衆衛生政策である。健康になるための実践をす
る主体は個々人であるが、人々が健康でいるた
めに国家が介入することには一定の妥当性が存
在する。たとえば、人々が感染症に罹患しない
ように国家がワクチンを流通させたり、またう
がいや手洗いを推奨したりすることは人々の健

康にとって望ましいと言うことはそれほど反直
観的なことではない(p. 16)。
　とすると、健康を促進するためであればどの
ような介入も正当化されるのだろうか。本書で
は、同意抜きに誰かの利益を促進する行為が

「パターナリズム」とされているが、少なくと
も現代社会においては「無限のパターナリズム

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

を許容しない
4 4 4 4 4 4

」(p. 17 傍点は原文)。たとえば医
療においては、治療を受けるまえに患者は十分
な情報を与えられたうえでその治療の実施に同
意すること―すなわちインフォームド・コンセ
ント―が必要である。患者の同意を得ずに治療
をすることは、その患者の自律を無視するもの
となる。公衆衛生においても、もし健康を拒否
する人々の意志を無視して健康に繋がる行為を
強制すれば、それは当人の自律を侵害するもの
になる(pp. 18-19)。公衆衛生の政策における妥
当性を吟味する際には、健康の観点から「有効
な介入」と「個人の自律」との間のバランスを
考量しなければならない。本書が取り組む倫理
的問題の主たるものは、この考量であるのだ(p. 
18)。

Ⅱ． 公衆衛生における自律の重要性
　公衆衛生では人々の選択に対する介入と、個
人の自律には緊張関係が存在する。しかし本書
では個人の自律が重要であると言いつつも、そ
もそも自律というものが具体的にどのようなも
のであり、かつその重要性が何であるかを明示
的に論じていない。これでは、公衆衛生におい

動機づけをするためには前向き責任だけで十分か？
―日本における自己責任論を中心に―

榊 原 清 玄
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てなぜ自律を重視すべきかわからないだろう。
　自律は倫理学・政治哲学において膨大な議論
が蓄積されているものであり、まず自律が厳密
に何を指すかに関しても論争がある。本稿では
標準的な見解として自律を「まさに自分自身が
自分の生を生きるに当たって、操作的あるいは
歪曲的な外部の力による産物ではなく、自分自
身のものとしてみなせる理由や動機に従い自立
することができる能力」と意味するものとする
(Christman [2020])。この自律の具体的な内容
は、まず自分の生を形作るための選択肢が十分
に確保された上で、その選択が真正に自分のも
のと言える理由や動機に基づいてなされること
ができる能力のことである。自律が望ましいと
言えるのは、これを持つことで、自分の生をま
さに自分のものとして生きることが可能になる
からである(Raz [1986: 370])。
　以上で自律の意味を示すことにより、選択へ
の介入と自律がなぜ緊張関係にあるのかを理解
しやすくなる。というのも、自律とは真正であ
るとみなせる理由と動機に従って選択をする能
力であったから、自律を重視するのであれば
人々の生をどのようにするかはその人々自身に
決定させることが望ましい⑵。しかし、そうす
ると健康を顧みない選択をする人々が現れると
無理なく想定することができる。たとえば、食
の楽しみしか眼中になく、健康が悪化しても気
に止めない(が自律的である)人がいるとしよう。
その人が自律的であったとしても、何も介入せ
ずにただ健康が悪化するに任せることが望まし
いことは、少なくとも自明ではない。他方で、
健康を改善させるためにその人の行動を制限し
たり操作したりすることは、その人の選択を妨
害してその人が持つ自律を毀損する恐れがある。
自律を損ない否定するような扱いはそれ自体が
一定の道徳的悪さを構成する(Axelsen and 
Nielsen [2020])。以上の問題関心から、本書は
自律を損なわない形で健康にとって望ましい介

入の方法を模索する。

Ⅲ． 公衆衛生における介入と自律の対立
　本書は、公衆衛生の様々な領域で介入と自律
の緊張関係が存在すると指摘する。第一章では
肥満対策における倫理的課題が検討される(pp. 
47-86)。肥満は多くの病気の原因になるから、
人々にとって有害なものであるとみなされてい
る。しかし肥満対策のために人々の選択や生活
習慣に介入すると、特定の生活スタイルを強制
し人々の自律を毀損する恐れがある(p. 59)。
　第二章では、健康における社会経済的格差の
問題が論じられる(pp. 87-111)。ここでの健康格
差とは、「人々の健康状態に、とりわけ社会経
済的な背景に起因する形で格差が存在してい
る」ことである(p. 88)。たとえば、「職業、学
歴、家族関係、居住地域」などの社会経済的状
況において不利な人々は健康な生活を送る上で
困難を抱えやすくなる(p. 88)。この格差が問題
になるのは、社会経済的な違いは当人にとって
はどうしようもできないことであり、格差によ
って不利になっている人々は、そうでない人々
よりも健康的な生活を送る上で追加の労力・費
用を払わなければならないからである。それゆ
え健康格差を是正しなければならないが、その
過程において人々の選択を厳しく制限すること
で自律を毀損することがないようにする必要が
ある(p. 107)。
　第三章ではナッジの倫理が扱われる(pp. 113-
157)。ナッジとは、選択を制限せずかつ経済的
インセンティブに影響を与えることなく、人々
の行動を予測可能な範囲で変える手段のことで
ある(p. 116)。ナッジは、人々が元々持ってい
る傾向性に合わせて緩やかに望ましい行為に誘
導する。このとき、ナッジは強制をしないため
に人々はナッジを拒否して自分のしたい選択が
できる。それゆえナッジは人々の自律をある程
度尊重しながら健康への選択に導くことができ
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る。しかし、ナッジには難点がある。それは、
ナッジされる人が何によって幸福を得るかを第
三者が適切に判断することが難しいため、ナッ
ジによって特定の価値観を押し付ける可能性が
あるというものだ(pp. 133-134)。そのような押
し付けが発生すれば、人々の選択が制限され自
律が毀損される恐れがある。これを防ぐために、
ナッジ実施者は人々が何を望んでいるかを正確
に把握する必要がある。
　第四章に行く前に、先に第五章と最終章の紹
介をしておきたい。第五章ではパンデミック対
策の倫理が論じられる(pp. 197-221)。とりわけ
新型コロナウィルスの感染対策と個人の自由は
対立するか、という論点に着目している。本書
によれば、ロックダウンなどの感染対策は人々
の行動を制限するものであっても、直ちに自由
と対立するものであるとは言えない。なぜなら、
ケイパビリティ・アプローチの自由観に基づけ
ば、自由が妨げられるのは単に行動が制限され
ることではなく、人々が送りたいと望む生活が
阻まれるときだからである。それゆえ、感染対
策と個人の自由における対立を検討する際には、
人々への行動が制限されているかどうかだけで
なく、人々がどのような生活を望んでいるかに
も注目する必要がある。以上の議論によってパ
ンデミック対策の倫理における指針を提供する。
そして最終章では、健康概念、生権力、ジェン
ダー、グローバリゼーション、市民の役割など、
公衆衛生にとって重要だが論じきれなかった問
題に対する示唆をする(pp. 223-242)。

Ⅳ． 公衆衛生における自己責任論
　第四章では、公衆衛生の文脈における自己責
任論が検討される(pp. 159-196)。本稿では、こ
の自己責任論にフォーカスしたい。というのも、
自律を重視するのであれば、責任を擁護するべ
きだからだ。ただし、ここで言う責任とは通常
理解されるような、「自分が引き起こした帰結

を引き受ける」ことを要求するものではない。
むしろ、「自らの生き方や自らが置かれる状況
を自律的選択によって左右する」ことを要請す
るものである(阿部[2021: 290])。この責任は、
自律的主体が自ら行う選択によって生き方を決
定する「権限」を意味する。自律的主体がこの
権原としての責任を適切に行使するために、社
会は人々の有する選択肢集合の質を保ち、かつ
選択に基づかない帰結を不利益に転換されない
状態を維持する必要がある。以上のことを念頭
において、本書における自己責任論を概観した
い。
　本書によれば、公衆衛生にとって責任が重要
になるのは、責任によって「当人により適切な

4 4 4 4 4 4 4 4

行動を促す、あるいは不適切な行動の自制を促
4 4 4 4 4  4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

すという有益な側面が
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

」存在するからである(p. 
165 傍点は原文)。というのも人々の健康を向
上させるにあたって政策による介入ができない
場合がある。たとえば日々の食事を行政が逐一
管理することは難しいだろう。さらに、選択へ
の介入は人々の自律を侵害する恐れがある。そ
こで人々が自発的に健康的な生活をするように
責任を用いることが擁護される(p. 166)。
　しかし本書は特に日本の文脈における「自己
責任論」の言説を批判する。その自己責任論と
は、「自己責任を過度に強調し、本来は当人に
その責任を帰するべきではない事態まで当人に
責任を負わせようとする言説」のことである(p. 
37⑶)。これが問題なのは、この言説においては
ある行為の帰結が過度な程度までその行為者に
帰属されることにある(p. 37, p. 161)。つまり、
自己責任論においては、当人が制御できない要
素(運)によって生じた帰結に対しても責任が帰
属される。
　自己責任論による責任帰属が、当人が制御で
きる選択に対して行われても、なお問題が残る。
それは社会的手助けの縮小が正当化されること
である。もしある人が不健康になったときにそ
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の原因が当人の選択にあるということが判明し
た場合には、「社会は医療資源やサポートを(少
なくとも当人に原因がない場合と同等には)提
供すべきではない」(p. 161)。
　だが、手助けの縮小がどう問題であるのかは
すぐには理解できないところがある。というの
も、手助けの縮小が主張される根拠は「自分で
選択した行為によって疾病を得た人物がそうで
ない人物と平等な医療アクセスを得ることは、
他者が使えるはずだった医療資源を不当に奪う
ことであり、他者危害にあたる」ところにあり、
これはもっともなことに思えるからだ(pp. 161-
162)。たとえば、その人にとってはたやすく我
慢できるにもかかわらず、あえて暴食を繰り返
すことで不健康になった人に医療資源を割くこ
とによって、より深刻な病気を患った人への資
源が減少することがあればそれは望ましくない
ことであるように思われる。
　ここで本書は、公衆衛生の文脈における責任
の割り当てには恣意性がつきまとうことを指摘
している。ある行為の帰結に対する責任帰属の
境界には一貫性が存在しておらず、むしろ当の
行為それ自体への社会的な望ましさという偏見
によって責任が帰属されているという(p. 163)。
たとえば、喫煙によって不健康になったとき、
通常であれば喫煙をするに至った理由によって
責任帰属の程度が変わる。しかし、公衆衛生の
文脈においては喫煙がそもそも望ましくない行
為であるために、実際には責任を帰属できない
場合でも責任が帰属される。他方で、喫煙と同
程度に健康への悪影響を及ぼす他の行為があっ
たとしても、少なくとも喫煙と同じ仕方で責任
帰属がなされない場合がある(p. 163)。そうす
ると、公衆衛生における責任帰属が実際に行っ
ているのは、ある社会において否定的に評価さ
れている行為をなす者に対する非難ということ
になるのだ⑷。
　自己責任論の問題を簡潔に言えば、それは当

人にはどうしようもできない事態に対して責任
を帰属し、非難をすることである。そうして、
その非難をもってして社会的支援を拒絶する口
実を作り出すのである。本書は、日本の文脈に
おける責任の用い方には倫理的に問題があるこ
とを指摘する。

Ⅴ． 自己責任論の代替としての前向き責
任

　自己責任論の問題に対応するために本書が提
示 す る の は、「 前 向 き 責 任(forward-looking 
responsibility)」である。前向き責任とは「当
人の置かれた状況に応じて、将来ある特定の行
為を遂行することを望ましいものとみなす規
範」のことである。この前向き責任においては、
その責任を引き受ける者は将来の行為に対する
コミットメントをすることになる。具体的には、
将来に望ましい帰結、すなわち健康を実現する
ことを要請する。たとえば、私に健康への前向
き責任が帰属される場合には、私は栄養バラン
スの取れた食事や適度な運動、適切な睡眠など
健康に必要な行為を実施することが求められる。
　この前向き責任は、先に述べた権原としての
責任が要請するものと軌を一にする。権原とし
ての責任とは、自分の生を自律的に生きるため
に選択することを要請するものであった。この
責任も後ろ向きではなく、将来の行為に向けた
前向きのものである。本書における前向き責任
は自律することを直接要請するものではないが、
人々の自律を尊重しながら健康を促進する方法
として有益であるように思われる。
　他方で自己責任論が基づく「過去の特定の行
為から生じた損失の補償を、当人が個人的に引
き受けることを要請する規範」である「後ろ向
き責任(backward-looking responsibility)」を本
書は退ける(pp. 174-175)。自己責任論における
後ろ向き責任は「それは当人がこれまで

4 4 4 4

不健康
な行動を取ってきたことを根拠に、国によるサ
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ポートの必要性を否定したり、あるいは道徳的
に劣った人物であるとの評価を下したりするも
のだからである」(pp. 177-178 傍点は原文)。そ
の代わりに前向き責任を取ることによって、過
去の行為に対する咎めをすることなしに健康へ
の動機づけを与えることが可能になる。さらに、
前向き責任によってただ単に動機づけをするだ
けでなく、「各人の自分自身の人生に対するコ
ントロールを拡大すること、すなわちエンパワ
メント」をすることで実際に健康になることが
できる蓋然性を高める方法を提供すべきである
と主張する(pp. 181-182)。エンパワメントを伴
った前向き責任を導入することで、自己責任論
を回避しつつも責任の重要性を強調することが
できると本書は述べる。

Ⅵ． 批判：前向き責任も恣意的に運用さ
れる危険性がある

　本稿が提起したい批判というのは、責任を要
請する向きを後ろから前に変えたとしてもなお
自己責任論の問題が生じうるというものである。
すなわち、恣意的な責任割り当てが前向き責任
においても発生しうるということである。具体
的には、当人の能力からして実行が困難なこと
をなすように要請される恐れがある。
　本書において、日本の公衆衛生で実際に恣意
的に前向き責任が帰属される例を認めることが
できる。たとえば、肥満対策を目的に、日本の
社会は(特に)若いときから生活習慣を改善して
いくことを人々に要求する。確かに肥満の予防
自体は望ましいかもしれないが、それでも肥満

を完全に防ぐことは困難である。さらに、予防
にかかるコストは人々が置かれる社会的状況に
よっても左右される。それにもかかわらず、日
本の社会は、個々人の状況を省みずただ健康の
ために予防することの必要性を主張するという
(p. 67)。さらに、日本における健康増進政策の
基本は、「当人に自発的な行動変容を求めるも
のであった」(p. 100)。しかしこの政策では、
人々が置かれる異なる社会経済的背景は必ずし
も適切に考慮されていない。それゆえ、人々へ
の社会的支援をせずにただ自発的な生活改善を
要求しているとされる(p. 101)。以上の例から、
前向き責任が恣意的に運用されていると見るこ
とができる。
　責任を適切に運用するためには、ただ責任の
向きを変えるだけでは不十分である。さらに、
一つ目に、適切な責任割り当てを行う必要があ
る。たとえば、人々の教育的環境や社会格差な
どが原因で十分に責任を負うことが難しい人々
を考慮するべきである(井上[2017: 190])。二つ
目に、人々が持つ選択肢集合の質を改善するた
めに社会的サポートも行う必要がある。これは
本書も認識するところであり、生におけるコン
トロールを拡大するためにエンパワメントを擁
護している。しかし、エンパワメントがなされ
たとしても自己責任論による恣意的な責任割り
当てが行われ、なお困難な選択が要請される恐
れがある。それゆえ、自己責任論を効果的に退
け、適切な責任構想を擁護するためには、まず
いかなる条件において人々に責任を要請してよ
いかを明らかにする必要があるように思われる。

付記

　本論文の内容は2023年3月20日にオンライン政治理論研究会によって主催された書評セッションでの報告を元

にしている。このセッションを主催してくださった福原正人氏と、私に著書をくださりセッションでリプライを

くださった玉手慎太郎氏に感謝を申し上げます。また、本論文を執筆する上で助言をくださった阿部崇史氏、体

裁に関して協力をしてくださった柴田龍人氏、匿名の査読者にも感謝申し上げます。
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註

 1．特に断りがない状態でページ数が書かれているものは、玉手[2022]からの引用である。

 2．ただし、自由放任的に選択させるべきであると言うわけではなく、自律的な人々にとっても必要な公的制

度は実施しなければならない。

 3．しかし別の箇所では次のようにも言っている。「健康をめぐる自己責任論は、本人に責任を帰属すべき不健

康とそうでない不健康を区別し、社会がサポートすべきは後者であると主張するものである」(p. 161)。た

だし、この意味での自己責任論は必ずしも「本来は当人にその責任を帰するべきではない事態まで当人に責

任を負わせようとする」わけではないように見える。

 4．自己責任論による恣意的な責任帰属においては、不健康に陥った者は実際にはそうではないにもかかわら

ず、道徳的に劣った存在として当人の持つ自律が否定されるという問題も起こす(pp. 73-74, pp. 161-162)。
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The Impossibility of Social Design in Egoism:
Stirner's Theories of Ownness and Union

Egoism, which has been developed since Max Stirner (1806-1856), is oriented towards living the 

individual nature of the self. The rise of anarchism as a way of life and post-anarchism has brought more 

attention to such an egoistic life in recent years. However, the fact that Stirner has been perceived in the 

context of individualistic anarchism raises the question of whether an egoist who lives a thoroughly self-

lived life can have a viewpoint from which social design, or social thought, can be conceived.

This issue appears in Stirner with regard to his theories of ownness and union. In fact, Stirner’s 

theory of ownness and union has traditionally been interpreted as either his theory of anarchism or a 

theory of social design. However, it has not been adequately discussed whether the theory of ownness and 

union, so understood, is consistent with the theory of egoism.

This problem arises from a lack of consideration of Stirner's philosophical history. This paper traces 

the history of Stirner’s theories of ownness and union. It aims to demonstrate that he deliberately 

excluded the implications of social design, let alone social conceptualization, in both his theories of ownness 

and union, and it is impossible to create a social design in egoism according to Stirner`s thought.
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Redistributive Principle Based on the Reinterpretation of 
Nozick's Lockean Proviso:
Novel Approaches to Libertarianism

OE  A k i h i r o

Libertarianism, especially right-libertarianism, tends to view government redistribution aimed at 

welfare and reducing inequality as unjust. However, right-libertarianism has been criticized for failing to 

provide redistributive policies for the needy. 

This paper aims to address this challenge against right-libertarianism by reinterpreting the 

“Lockean proviso” proposed by Robert Nozick, a renowned right-libertarian. Nozick’s Lockean proviso 

denotes the legitimacy of property ownership by considering whether one’s appropriation worsens 

another’s situation. Nozick assumed that the Lockean proviso almost never comes into play in reality. My 

paper, however, shows that this is not true by going through the case of application of the Lockean 

proviso that Nozick presents, i.e., the case of the patent. In particular, I argue that the basis for the 

application of the Lockean proviso lies in the concept of “reachability”. “Reachability” is defi ned in such a 

way that a presently owned object, had it not been unowned by one person, could have been owned by 

another. This implies that even if the object was originally legitimately appropriated, its continued 

possession would be considered unjust. The concept of “reachability” can be latent in any property 

ownership. This suggests that any property ownership may reasonably be subject to redistribution in 

light of its degree of “reachability”. This can be seen as the redistributive principle of right-

libertarianism, which can be applied more broadly in actual circumstances.
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This paper explores the origin of 'Civic Political Studies' through the lens of contributions of 

Michitoshi Takabatake(1933-2004) to political studies in post-war Japan. In the 1950s, Takabatake, 

preceding other Japanese political researchers, showed a keen interest in American political theory, 

especially Behaviorism. This interest was signifi cant in terms of developing the methodology of political 

studies as a science. This insight was positioned as an extension of the methodology initially attempted 

but abandoned by Masao Maruyama. Such theoretical work by Takabatake, which has not been much 

noticed until today, was indispensable in examining the formation process of 'Civic Political Studies', 

aiming to bridge academic and civic realms.

Takabatake critically analyzed Behaviorism's logical constraints, notably Harold Lasswell’s theory, 

highlighting issues like circular reasoning, ambiguity in terminological distinctions, and the neglect of civic 

power in political transformation. These critiques predate the challenges faced by later scholars. From the 

point of views of Japan’s academics, 'Leviathan Group' revisited the theories of Behaviorism and Post-

Behaviorism in the 1980s. These theories had previously been considered and anticipated by Takabatake 

in his assistant's thesis about two decades earlier. The Takabatake's work remains a pivotal reference for 

understanding the reception of American political theory in post-war Japan.

TANAKA  S h u n s u k e

The Exploration of Behaviorist Theory in the Early Works of 
Takabatake Michitoshi's Political Thought:
Uncovering the Origins of Civic Political Studies
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